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２１世紀の世界安全保障と東アジア

第１０回ＳＧＲＡフォーラム in お台場
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★このレポートは日本語版の他に英語版がございます。送付ご希望の方は、郵送いたしますので、

SGRA事務局までご連絡ください。 

★常時、会員は募集中です。入会ご希望の方は SGRA事務局(sgra-office@aisf.or.jp)までご連絡

ください。 

 

■SGRAとは 

関口グローバル研究会（SGRA：セグラ）は、世界各国から渡日し、長い留学生活を経て日本の大

学院から博士号を取得した研究者が中心となり、インターネットを主要なコミュニケーション手段とし

て活動しています。SGRA では、個人や組織がグローバル化にたちむかうための方針や戦略をたて

る時に役立つような研究、問題解決の提言を行い、その成果をシンポジウム、出版物、インターネッ

ト等の方法で、広く社会に発信していきます。研究テーマごとに、多分野多国籍の研究者が研究チ

ームを編成し、広汎な知恵とネットワークを結集して、多面的なデータから分析・考察して研究を行

います。当研究会は、ある一定の専門家ではなく、広く社会全般を対象に、幅広い研究領域を包括

した国際的かつ学際的な活動を狙いとしています。良き地球市民の実現に貢献することが SGRA の

基本的な目標です。 

 



 

 

 

第１０回ＳＧＲＡフォーラム in お台場 

「２１世紀の世界安全保障と東アジア」 

～（財）中島記念国際交流財団による留学生地域交流支援事業～ 

 

 

 

主 催： 関口グローバル研究会（SGRA：セグラ） 

       

協 賛： （財）日本国際教育協会・東京国際交流館（国際研究交流大学村）  

（財）渥美国際交流奨学財団 

 

後  援： 朝日新聞アジアネットワーク 

 

     日 時： ２００３年２月８日（土） １３時半受付開始・１４時開演 

１８時終了予定・その後懇親会 

 

会 場： 国際研究大学村東京国際交流館・プラザ平成３階メディアホール 

 

 

 

フォーラムの意義 

 

第１０回ＳＧＲＡフォーラム in お台場は、ＳＧＲＡ「世界平和」研究チーム担当のフォーラムです。 

近代の夜明け以来、中国、朝鮮半島、日本、更にインドシナ半島などで構成されている東アジアは、互いに、

あるいは内部的に数多くの戦争を経てきました。それら諸戦争の影響から、この地域においては民族と国家

の間で、互いの不信と「閉じられたナショナリズム」が長らく横行してきました。しかし 21世紀を迎える今

の時点での東アジアは、何よりも相互理解と信頼、そして平和の枠組みが求められています。そうした時代

認識の基で、本研究チームは、今まで互いの信頼と理解を損なう要因は何だったのか、更にこの地域におい

て安全保障と平和への道とは何だろうか、という質問を投げかけたいと思います。特に各国の留学生が自由

に参加しうるＳＧＲＡあるいは東京国際交流館の場は、一国の狭い境界を超えて、より普遍的な地平からこ

れらの問題に対する解答を探すのに絶好の舞台であります。これらの問題に関心を共有するアジア人、世界

人の積極的なご参加をお待ちしています。 



プログラム 

 

2:00－2:10 総合司会：朴 栄濬（韓国世宗研究所研究員、ＳＧＲＡ研究員） 

開会挨拶：今西淳子（ＳＧＲＡ代表） 

日本とアジア 

白石 隆（京都大学東南アジア研究センター教授） 

【基調講演】 

2:10－2:55 

 ①現在の東アジアの地域化と地域主義の流れをどう理解すればよいか（これをヨーロ

ッパの地域統合との比較で説明する）。②そうした東アジアの地域形成の中 

で、日本はどのような位置を占め、どのような役割を果たそうとしているのか。 

朝鮮半島の平和構築と日本の役割 

南 基正（ＳＧＲＡ研究チーフ、東北大学法学部助教授） 

【発表 1】 

2:55－3:20 

 2002 年 9 月 17 日の日朝首脳会談は、東北アジアにおける冷戦の終息と平和の定着へ向

けた新たな歴史的一歩となるはずのものだった。ところが再開された日朝国交正常化

交渉は拉致日本人問題をめぐって物別れに終わり、新たに急浮上した北朝鮮の核開発

問題をめぐってこの地域の緊張は極めて深刻な状況に向かって高まりつつある。日朝

関係は、米朝関係及び日米関係に影響し影響されるが、いまや状況は米朝関係を軸に

展開している。しかし最初の突破口を切り開いたのは日本である。その日本に何が求

められるのかについて今改めて考えてみたい。 

中国の台湾戦略を解く 

李 恩民（ＳＧＲＡ歴史問題研究チーフ、宇都宮大学国際学部外国人教師） 

【発表 2】 

3:20－3:45 

 

 

 

中国が東アジア地域の安全保障の重要な要素であることは明白であるが、中国の対東ア

ジア安保戦略、特に対台湾戦略とは何かについては、必ずしも明らかにされていない。

近年、台湾海峡の緊張は、東アジアの紛争の潜在的引火点・火薬庫だと言われている。

本報告では中国の「統一」と「平和」をテーマに、1990年代以降の江沢民時代におけ

る中国の対台湾戦略の真意を解読し、新しく誕生する胡錦濤時代の戦略についても発表

者の理解と提案を示す。 

ブッシュ政権の東アジア戦略 

村田晃嗣（同志社大学法学部助教授） 

【発表 3】 

3:45－4:10 

 

 

 

 

世界で唯一の超大国となったアメリカは、しかし、歴史上最も自国の安全保障に敏感に

なっている。ブッシュ政権は、姿の見えないテロとの戦いと、中国の台頭や北朝鮮の脅

威といった国家間のパワー・ゲームの双方に対処しなければならない。ブッシュ政権の

東アジア戦略と日米同盟の行方を歴史的観点から展望したい。 

4:10－4:30 休憩 

4:30－5:55 発表者と参加者の自由討論（フロアーとの質疑応答） 

富川英生（東京大学経済学研究科） 金子 光（東京大学経済学研究科博士課程） 

和 愛軍（東京大学農学生命科学研究科博士課程） 

李 明賛(慶応義塾大学法学研究科博士課程) 

5:55－6:00 閉会挨拶：嶋津忠廣（ＳＧＲＡ運営委員長） 



 

ご 挨 拶 

ＳＧＲＡ代表 今西淳子 

 

 

 

 

皆様、こんにちは。関口グローバル研究会（ＳＧ

ＲＡ）の代表を務めます今西と申します。本日はお

寒い中をお台場にお集まりいただき、ありがとうご

ざいます。また、お忙しい日程を割いて京都や仙台、

ソウルから駆け付けてくださった講師の先生方、司

会の朴さん、心から感謝申し上げます。 

 恒例により、まずＳＧＲＡの説明からさせていた

だきます。10 年前に亡くなった父の遺志を継いで、

日本で勉強する留学生を支援する奨学財団を家族で

つくりました。当初より多国籍で知的なネットワー

クをつくりたいという希望を持っておりまして、関

東地方の大学院に在籍して博士論文を執筆している

留学生を対象に奨学支援を始めました。奨学期間は

１年間ですが、その間毎月お目にかかって、一緒に

話したり、食べたり、飲んだり、旅行をしたりして

いるうちに大体皆さんと仲良くなって、また、ちょ

うど財団設立のころからインターネットが急速に発

達したおかげもありまして、現在、世界中に散らば

る 100名を超す知日派の若手研究者のネットワーク

が出来上がっております。 

 しかしながら、渥美財団は毎年、たまたまご縁の

あった 12 名の方しか支援できませんし、事業を続

けていくうちに、そのほかの留学生の方々や日本人

で応援してくださる方も増えてまいりました。その

ような方も一緒にみんなで作り上げていく活動をし

たいと思い、2000年の７月に、ボランティアの研究

ネットワークであるＳＧＲＡを設立いたしました。

関口グローバル研究会の「関口」は、渥美財団の事

務局のある文京区関口のことで、ここから全世界に

グローバルに発信していくという意味を込めて名づ

けました。 

 ＳＧＲＡでは、個人や組織がグローバル化に立ち

向かうための方針や戦略を立てるときに役立つよう

な研究、問題解決の提言を行い、その成果を年４回

のフォーラム、レポートなどの出版物やホームペー

ジ、電子メールのメーリングリストなどで発信して

おります。ＳＧＲＡはよき地球市民の実現に貢献す

ることを目標にしており、限られた専門分野ではな

く、広く社会全般を対象に、幅広い研究領域を包括

した国際的かつ学際的な活動を目指しております。

今後とも皆様からのご支援とご協力を切にお願い申

し上げます。助けてあげようと思ってくださる方は、

ぜひご入会をよろしくお願いします。 

 今回の第 10 回ＳＧＲＡフォーラムがお台場で開

催されることになったいきさつを説明させていただ

きます。この東京国際交流館の小松親次郎元館長が

ＳＧＲＡの活動に大変興味を持ってくださり、昨年

の５月に有楽町の東京国際フォーラムで行いました

「地球環境診断：砂漠化を考える」というＳＧＲＡ

フォーラムにわざわざいらしてくださいました。そ

して、「それでは、今度はお台場でもやりましょう」

ということになったわけです。 

 実は、この東京国際交流館は留学生の中でも大学

院生がとても多く、学歴の高い方が居住していらっ



しゃると思うのですが、渥美財団は博士論文を書い

ている人を対象にしています。ですから、重なる部

分がとても多く、実際にＳＧＲＡの会員の方でもこ

こに住んでいらっしゃる方が何人かいらっしゃいま

す。今日の司会の朴栄濬さんもＳＧＲＡの研究チー

ムの幹事であると同時にこちらにも住んでいらした

という方で、今のお住まいはソウルですが、このフ

ォーラムの企画の最初からインターネットでずっと

参加していただき、昨日、ソウルから東京に来てく

ださいました。 

 基調講演をお引き受けいただきました白石先生は、

小松元館長からご紹介いただきました。本日は京都

からわざわざ日帰りでいらしていただき、ありがと

うございます。それから、スピーカーの南基正さん

と李恩民さんは、無理にお願いしてＳＧＲＡの研究

チームのチーフをお引き受けいただいておりますが、

お２人とも博士研究をされているころから存じ上げ

ておりまして、もう６～７年のお付き合い 

ということになります。 

 それから、東アジアの安全保障を考えるときに、

どうしてもアメリカの話を外すわけにはいかないと

思いまして、最初は、南さんからのご紹介で大阪大

学のエルドリッジ先生にお願いしたのです。しかし、

先生はどうしてもご都合がつきませんで、同志社大

学の村田先生をご紹介いただきまして、京都からわ

ざわざ来ていただきました。更に、今日はこの交流

館の地域交流事業でもありますので、こちらにお住

まいの研究者の方に質問係をお引き受けいただいて

おります。 

 ＳＧＲＡの使命の１つは、知日派外国人の若手研

究者の声を発信していくことをサポートすることだ

と思っております。昨年の夏、軽井沢で行いました

フォーラム以来、朝日新聞のネットワークの朝日ア

ジアネットワークにご協力いただくことができ、今

でもときどきコラムなどにＳＧＲＡ研究員の声を発

信していただいています。本日も記者の方にお２人

来ていただいていますので、もしかすると朝日新聞

に載せてくださるのではないかと期待しております。 

 東京国際交流館というすばらしい場所を貸してい

ただいただけでなく、事業部の方にはいろいろ助け

ていただき、本当にありがとうございました。ＳＧ

ＲＡのフォーラムというのは大体１年前、短くても

半年ぐらい前から準備を始めるのですが、最近は世

の中の動きが本当にめまぐるしく変わりまして、以

前、「グローバル化と民族主義」というフォーラムを

準備しているときに「９・11」が起こったこともあ

ったのです。今回も、このフォーラムを去年の夏頃

から準備している間に、にわかに朝鮮半島の情勢が

変わってしまいました。本当にタイムリーと言えば

タイムリーなのですが、今日は先生方に是非いろい

ろ教えていただきたいと思いますし、お集まりの皆

さんに議論を楽しんでいただきたいと思います。ど

うぞよろしくお願いします。 



 

日本とアジア 

 

京都大学東南アジア研究センター教授 

白石 隆 

 

 

今日の大きなテーマは「平和と安全保障」という

ことで、おそらく数か月のうちに始まると思われる

イラクの戦争、あるいはいつどういうタイミングで

難しくなるか分かりませんが、恐らく１年くらいの

うちには非常に緊張するであろう北朝鮮の問題など

を期待されるかもしれませんが、直接はそういう話

はいたしません。そういう議論に関心がある場合に

は、ディスカッションのときに、私としてはどうい

うことを考えているかということをお話ししたいと

思います。 

 むしろ今日私がお話ししたいのは、普通我々が「東

アジア（East Asia）」という言葉で呼んでいるよう

な地域の安全保障と経済関係の大きな仕組みはどう

なっているのか。その中で、今、日本政府は何をし

ようとし、あるいは日本の企業はこの地域で事実上 

 

どういうことをしているのか。そういうことについ

てお話ししたいと思います。 

 

「東アジア」とは 

 

 恐らく皆さんの中の大半は気がついているだろう

と思いますが、この１～２年、東アジアの地域では、

もちろん朝鮮半島を巡る安全保障の問題や台湾海峡

を巡る中国と台湾の関係のような安全保障の問題も

非常に重要ですが、同時に、地域主義の動きが非常

に活発に行われています。 

 例えば日本との関係

で申しますと、昨年の１

月に小泉総理が東南ア

ジアを訪問し、シンガポ

ールで日本と ASEAN

の経済連携について提

案を行い、今年の 11月

にはそれを受けて政治

宣言が出されるという

ことで、日本とタイ、日

本とフィリピン、日本と

韓 国 の 経 済 連 携

（ Comprehensive 

Economic 

Partnership）について、

まだ交渉までは行っていませんが、そのスタディが

既に始まっています。また、中国と ASEANの国々

の間では、この２年の間に FTA（Free Trade 

Agreement：自由貿易協定）についての交渉が始ま

り、大きな枠組みについては既に合意がなされてい

ます。つい数年前までは、東アジアはほかの地域に



比べて二国間あるいは多国間の経済連携のようなこ

とが全くない地域だといわれていたのですが、急速

にこういう動きが出てきております。 

 

 問題は、なぜこの数年の間にこういう地域主義的

な動きが出てきているのかということです。一般的

な説明は、1997～98 年の経済危機の結果、マーケ

ットだけに任せておくと、失敗したときにとんでも

ないことが起こるので、それに備えて様々な協定が

必要なのだということです。それは決して誤りでは

ないのですが、もっと長期の歴史的なパースペクテ

ィブで見たときに、では東アジアの地域というのは

どのように変わっていっているのだろうか。そうい

う大きな流れの中でこの地域主義の動きを考えると、

どういうことが言えるのだろうか。そういうことを

むしろお話ししたいと思います。 

 

 その場合にまず重要なことは、では「アジア」あ

るいは「東アジア」ということで何を考えればよい

のかということです。言葉というのは必ず何か意味

するものがあるわけですが、「アジア」が基本的に意

味するものとして何を考えればよいのかということ

があります。 

 えてして、歴史、それも現代史ではなく 19世紀、

18 世紀といった昔のことに関心のある歴史家や文

化に関心のある人などは、これは決して誤りではな

いのですが、アジアというものはヨーロッパ人がつ

くった概念で、いわばヨーロッパ人が自分たちを映

す鏡として、他者として「アジア」という言葉を作

ったのだという議論をします。もっと一般的には、

特に日本人や中国人などがよく議論するのは、言語

や文化、あるいは文明といった非常に固定的なもの

によって「アジア」というものを何らかの意味での

共通性の上につかみ出そうとします。 

 

政治経済的な地域システムとしての「東アジア」 

 

 私はそういう意味での「アジア」ということには

全く関心がございません。むしろ私が考えているの

は、一種の政治経済的な地域のシステムを呼ぶ名称

として、とりあえず「アジア」という名称を使って

いるだけだということです。もう少し具体的に申し

ますと、「東アジア」ということで普通我々がぼやっ

と考えるのは日本、朝鮮半島、中国、台湾、香港、

それから東南アジアという非常に大きな地域の地図

ですが、この地図が例えば過去 100年、150年の間

にどのように変わったのかということを思い起こし

ていただければ一番よいと思います。 

 例えば日本を含めたところだけ考えても、明治の

初めには、日本はこの４島でした。それが 20 世紀

の初めから半ばにかけて朝鮮半島を植民地化し、台

湾を領有し、インフォーマルな帝国として満州に進

出し、地図で日本の領有している赤いところを見ま

すと、ずっと広がっていくわけです。それが大体

1942～43 年には頂点に達し、東南アジアまで全部

真っ赤になる。そのあと 45 年で、また今のサイズ

に戻るわけです。 

 直接日本を中心とする領域の歴史を考えても、そ

こにおける空間的な広さが大きく変わっています。

そういう中で、アジアというものを安定した政治経

済のシステムとして考えるとすれば、それは１つの

システムがずっと安定的にあるというよりも、１つ

のシステムが成立し、成熟し、崩壊し、その後それ

を踏まえてまた新しいシステムが成立し、成熟し、

崩壊する。そういう大きな流れとして考えることが

できるだろうというのが、私がアジアということで

まず考えたいことです。 

 

 今、我々は「東アジア」という言葉をごく当たり

前の言葉として使いますが、では、その「東アジア」

とは何なのか。ここでも、歴史家と、例えば私のよ

うに一応歴史のトレーニングは受けたけれどもどち

らかというと国際関係論に関心のあるような者と、

ましてやエコノミストとでは、「東アジア」といった

ときに考え方がずいぶん違います。 

 例えば、現在、私にとって「東アジア」という言

葉が何を意味するかというと、日本、韓国、中国、

台湾、香港、それから東南アジアの国々をまとめた

地域です。これはエコノミストも同じで、ここでい

う「東アジア」の概念というのは大体 1980 年代の



半ば以降に成立したものです。私の記憶では、「東ア

ジア」という言葉を今我々が普通に使うような意味

で使ったのは、日本では竹下総理が恐らく初めてだ

と思います。 

 それに対して、今でも多くの歴史家が「東アジア」

ということで意味するのは中国文明圏で、東南アジ

ア、特にインドネシアやマレーシアのようなイスラ

ムの影響の強い所まで含めて「東アジア」という言

葉を使うことには、歴史家は非常に大きな抵抗を示

します。確かに歴史ということで見ますと、それは

それで十分な理由があることですが、そのように「東

アジア」という言葉１つ使ってもずいぶん変わって

います。 

 私が使うような意味、あるいはもっと一般的に使

われているような意味での東アジアというものが、

仮に 1980 年代の半ば以降になって意味のある言葉

になったのだとしたら、それはどうしてなのでしょ

うか。我々が東アジアということでつかまえている

ような政治経済のシステムというのは、どういう特

徴があるのでしょうか。これが次の質問です。 

 

「東アジア」をつくったアメリカの力 

 

 これを考えるときに非常に重要なことは、我々が

今、「東アジア」と呼んでいるような政治経済のシス

テムというのは、もちろん自然に出来上がったもの

ではありません。ある力が極めて意識的につくろう

として、もちろんそのとおりにはなりませんが、今

になってみると、いろいろなかたちで紆余曲折を経

てできてきたというのが実際のところです。その力

とは何かというと、これは基本的にはアメリカの力

だと思っています。 

 

 ここから少し歴史の話になりますが、ではどうい

ういきさつで東アジアという地域ができてきたのか

ということを考えますと、大きく３つあるだろうと

思います。１つは、アメリカが何をしようとしたの

かということです。これを考える上で一番重要なこ

とは、大体 1950 年ごろのアジアが、特にワシント

ンから見たときにどのように見えるかということを

考えていただくのが一番分かりやすい方法ではない

かと思います。 

 1950年という時点で、ワシントンから、あるいは

もっと具体的に例えばホワイトハウスにいると想像

して、そこからアジアがどのように見えるかと考え

ますと、まず日本はまだアメリカの占領下にありま

す。中国では中華人民共和国がすでに成立し、蒋介

石を総統とする国民政府は既に台湾に逃れている。

朝鮮半島ではまだ戦争は始まっておりませんが、今

にも始まりそうな状況になっている。東南アジアの

国々では、その多くの地域で、フィリピン、南ベト

ナム、あるいはマレーシアでも共産党のゲリラが活

躍している。そういう中で、基本的にアメリカの政

策当局者は２つの大きな戦略的問題を立てます。 

（１）現にソ連があり、中国に中華人民共和国が成

立し、この２つはいまだに一枚岩と見られていまし

たから、国際共産主義の脅威がこのアジアを脅かし

ている。これに対してどう対抗するか。 

（２）日本はアメリカの占領下にあるけれども、い

つまでも占領下に置いておくわけにはいかない。ア

ジアをアメリカの力で再編し、将来長期的な安定と

繁栄をこの地域にもたらすとすれば、もう中国を同

盟者とすることはできず、日本を同盟者とするしか

ない。しかし、日本が独立し、経済的に復興しても

う一度アメリカの脅威になる、あるいは日本がもう

一度アメリカに代わってこの地域の盟主になるとい

うのは困る。では、どうするか。 

 基本的にこの２つの問題が非常に大きな問題とし

て存在し、それに対する答えの１つは、ソ連と中国

を封じ込めるという政策です。もう１つは、日本を

ジュニアパートナーとして独立させ、経済的に復興

させる。けれども、同時に、これはジョージ・ケナ

ンが現に書いていることですが、日本が二度とアメ

リカの脅威にならないようにしなければならない。

どうするかというと、頸動脈に指を置いておいて、

日本が少しでも脅威になるような兆候を見せたとき

には、圧力をかけると日本が失神してしまうという

メカニズムをつくっておけばよい。それで実際に彼

が言ったのは、日本の軍事力をアメリカの軍事態勢

の中に組み込むことと、日本に対するエネルギー供



給をアメリカが基本的にコントロールするというこ

とで、このようにして、日本をジュニアパートナー

にとどめたのです。いろいろな紆余曲折があります

が、大体そのとおりになったと考えてよいと思いま

す。 

そのときにどういうシステムをつくったのかとい

うと、二国間の安全保障条約の束としてアメリカを

ハブとしました。例えば、日米同盟、あるいは日米

安全保障関係、それから米韓の安全保障同盟といっ

たものを束とする安全保障体制が地域的につくられ

ます。 

 

戦後日本の政策 

 

 戦後の日本の対米政策、あるいは対アジア政策と

いうのは、こういうアメリカが決めた外枠というも

のを、どこまで行けるかなということでたまに押し

てやる。押してみて行けそうだったら行ってみます

けれども、行けないと思ったらそこで引っ込むわけ

です。そういうことで、ともかくアメリカを決定的

には敵にしないようにして、アメリカが設定した大

きい枠の中で日本の戦後の安全と繁栄を確保してい

くというのが日本政府の基本的な政策になりました。 

 それでは、日本はそこで何をしたのでしょうか。

まず、国内的に申しますと、1950 年代の後半以降、

特に 1960 年代になると非常にはっきりしますが、

私の言葉で言うと「高度成長の政治」、あるいは「生

産性の政治」が日本の大きな政治のやり方になりま

した。 

 それは非常に単純なことで、特に 1950 年代、日

本が独立を回復した後の一番重要な問題というのは、

日本の国民の大きな分裂です。いろいろな分裂があ

りますが、その１つは、過去の 1940 年代の戦争に

対してどのような態度を取るかという問題がありま

した。それから、外交的に対米関係を重視するのか、

それとも全方位的に、ソ連や中華人民共和国との関

係をも含めるのかということもありました。しかし、

そこでは日本政府に選択の余地はほとんどありませ

ん。その時、国内の分裂を少しでも国民の統合の方

に持っていくとすれば、階級対立を経済発展に対す

る合意でまとめ直してしまう。つまり、みんなの生

活がそれなりによくなってくれば、いろいろほかに

不満はあっても国民は日本の政府を自らの政府とし

て支持するだろうというのが基本的な考え方だった

と思います。そういう高度成長の政治で国民の生活

水準を毎年毎年改善していく。そのことによって、

社会の中に現にある様々な分裂や対立を沸騰点以下

のところで封じ込めてしまう。これが、日本政府が

60年代以降やったことだと思います。 

 この政治は我々みんな知っているとおり非常にう

まくいき、その結果、日本人の生活水準は奇跡的と

いわれるほどに改善します。特に 1970 年代以降に

なりますと、円がドルに対して上昇するごとに、今

度は日本の企業が国際的な競争力を維持するために

国外に進出していきました。そこで日本政府の経済

協力政策と日本企業の直接投資が一緒になるかたち

で、日本の高度成長政策というものが東南アジア、

あるいは韓国、台湾、香港に輸出されていく。ある

いは、外縁的に拡大していく。それが２番目の大き

い要因です。 

 

東南アジアにおける開発主義の政治 

 

 安全保障条約が２国間だったのに対して、経済的

には日本とアメリカと韓国、あるいは日本とアメリ

カと台湾、あるいは日本とアメリカと東南アジアと

いった三角貿易の束として地域の経済システムとい

うものがつくられていきました。日本の高度成長政

策のあと、日本がアジアに進出していったときには、

この経済的な構造を前提にして韓国に進出し、台湾

に進出し、香港に進出し、東南アジアに進出してい

くというのが基本でした。 

 その中で、東アジアのほかの国々で何が起こった

のかと申しますと、最近あまり評判のよい言葉では

ありませんが、開発主義の政治が行われました。で

は、その開発主義の政治とは何でしょうか。これも

性格的には日本の高度成長の政治と非常によく似て

いますが、一言で言えば、日本の高度成長の政治が

政治体制としては民主主義体制の下で行われたのに

対して、権威主義体制の下で行われたのが開発主義



の政治だといえるのではないかと思います。 

 それは具体的にどういうことかと申しますと、政

治をまず強行的に安定させる。それは、例えば政府

に対して反対する政治勢力は弾圧する、必要とあれ

ば監獄に放り込むということを意味するわけです。

そうやって強行的に政治を安定させ、その下で経済

発展を最大の国家の目標にして、多くの場合、外国

からの資本を導入し、経済協力を受け入れることで

経済の発展を行う。そして、経済が発展しますと国

民の生活はよくなり、国民の生活水準が向上すれば

政治的に安定する。そういう好循環を維持すること

で政治の安定と経済の発展を同時に達成しようとい

うのが、開発主義の政治体制の基本的な運転原理だ

ったと思います。これが韓国で行われ、台湾、タイ、

インドネシアで行われ、フィリピンでは失敗しまし

たが、マレーシア、シンガポールでも行われるとい

うことになります。 

 その結果、気がついてみると、大体 1980 年代の

後半くらいになってくると、東アジアの地域がそれ

なりに経済的にまとまった地域になりはじめます。

それはどういうことかというと、経済発展が単に一

つ一つの国で起こるのではなく、地域として起こる

ようになってくるということです。 

 

 実際に相互依存の指標を取ってみますと、東アジ

ア各国の間の相互依存度が上がるようになります。

例えば、域内貿易が増えてくるということがありま

す。その結果、1980年代の後半になると、みんなが

東アジアを１つの地域として語ってもそれほど違和

感がなくなってくるという事態が起こります。その

ときに初めて、「東アジア」という言葉をみんなが使

い始めるわけです。それまでは、「東アジア」という

となんとなく日本や韓国、台湾、中国の話であって、

東南アジアは違うと思っていたのです。ところが、

大体 1980 年代の後半になると、日本と韓国と台湾

の直接投資がどんどん東南アジアの経済発展を加速

する事態になりますので、この２つは経済的にはど

んどん１つの地域になっているというイメージにな

ってきました。その中で、東アジアというものを１

つの地域として見ることがごく自然なことになりま

した。 

 

東アジア地域形成の特徴はマーケットの力 

 

 では、東アジア地域形成の特徴とは何でしょうか。

大きい枠組みはアメリカがつくり、日本政府も東ア

ジア各国の政府も、その下で経済発展がうまくいく

ようにいろいろなことをしたということは申し上げ

ましたが、一番のカギは直接投資であるというのが

私のポイントです。東アジアを地域としてそれなり

にまとまりのあるかたちに持ってきたのは直接投資

であり、別の言葉を使えば、マーケットの力である

と言っていいのではないかと思います。 

 

ヨーロッパの地域統合との比較 

 

 それはどういう意味があるのかということは、例

えばヨーロッパと比較するとよく分かると思います。

ヨーロッパの地域統合というのは、現在でも、ある

グループの地域統合の研究者から「あれこそがモデ

ルだ」と考えられているようなものです。それでは、

1950 年という時点をもう一度思い起こしていただ

いて、ヨーロッパがワシントンから見たときにどの

ように見えたのかを考えてみましょう。ドイツはな

おアメリカ等の占領下にありますし、ソ連を盟主と

する国際共産主義の勢力はヨーロッパを脅かしてい

ます。その中でアメリカが何を考えたかというと、

どうやってソ連を盟主とする国際共産主義の勢力を

封じ込めるか、西ドイツを経済的に復興させ、同時

にドイツが二度とアメリカとその同盟国の脅威にな

らないようにするにはどうすればいいか、そういう

問題を立てました。 

 ですから、ちょうど東アジアにおいてアメリカが

立てた問題とパラレルな問題をヨーロッパについて

も立てたのですが、そこで出した答えは全く違うも

のでした。安全保障においてはＮＡＴＯ（北大西洋

条約機構）という集団安全保障の機構を作りますし、

経済的には欧州石炭鉄鋼共同体に始まって、現在で

はヨーロピアン・ユニオンになっております機構と

しての経済共同体、あるいは地域共同体の発展がヨ



ーロッパにおける地域統合の基本的な特徴になりま

した。 

 つまり、東アジアの経験と比べて、ヨーロッパに

おいては３つの重要な違いがあります。その１つは、

ヨーロッパにおいては、20世紀に２度大きな戦争を

始めた結果として欧州が破壊されたという経験があ

るために、ナショナリズムというのは悪いものだ、

ほとんど悪魔的なものだという歴史の教訓が引き出

され、ヨーロッパにおける永久平和を達成するため

には、ナショナリズムというのは押さえ込まなけれ

ばいけないのだという共通の理解が成立するように

なります。 

 第２点は、その上で、やはりドイツとフランスの

共通の政治的な意志がカギなのだということです。

ドイツとフランスが対立している限りは、ヨーロッ

パにおける安全は保障されない。逆に言うと、ヨー

ロッパというのは独仏枢軸を中心にして統合されな

ければいけない。この２つの国の間で戦争が起きな

いようにする、この２つの国の間で経済の統合がど

んどん進むようにするということがカギなのだと。

これが２番目の大きな特徴です。 

 第３に、私は必ずしもこれが最初からそうだった

とは思いませんが、「我々はヨーロッパ人である」と

いう共通の理解、あるいは共通の意識が生まれ、そ

れを支えるような共通の規範がはぐくまれていきま

す。 

 ナショナリズムを押さえ込むというのが１番目。

独仏の枢軸を中心にして、ヨーロッパに地域的な統

合を実現しようという政治的意志が生まれるという

のが２番目。それから３番目に、共通の規範が成立

する。こういう条件の上に、ヨーロッパにおける地

域統合が成立することになります。 

 これは東アジアとは非常に違うわけです。東アジ

アにおきましては、ナショナリズムというのは決し

て悪魔的な力ではありません。東アジアで唯、ナシ

ョナリズムということについてアンビバレントなの

は、つまり、本当にこれは歴史を押し進めるような、

あるいは人間を解放するような力なのだろうかとい

うことについてアンビバレントなのは、日本人だけ

だと思います。中国の人も、あるいはインドネシア

人、韓国の人も、ナショナリズムこそが彼らの解放

をもたらした大きな力であって、ナショナリズムが

悪魔的なものだなどとはだれも考えていない。 

 ２番目に、東アジアに共同体をつくろうという政

治的意志は、今に至るまでほとんどありません。最

近、例えば中国は中国と ASEANの FTA（自由貿易

協定）を現に交渉し、日本に対しても中国、日本、

韓国の FTAを提案しています。しかし、これは極め

て政治的な動きではあっても、直ちにこれが日本と

中国の共通の政治的意志になって、そういう政治的

意志の上に地域統合がなされるとは決して思いませ

ん。まして政治経済体制の違う国々もある東アジア

において、共通の規範が既に芽生えているとも思わ

ないのです。 

 ですから、ヨーロッパに比べて非常に大きな違い

がありますが、その違いというのは、ヨーロッパが

先に進んでいて、これから東アジアがその後を追い

掛けていくということではありません。1940年代以

降、あるいはもっと長期にわたる非常に大きな歴史

的経験の中で、最初から違う地域統合の道を歩んで

いるのです。それは 1950 年にアメリカが同じ戦略

的問題に対して違う戦略的答えを出したのはなぜか

というところにも反映していますし、その後の共通

の意志ができる・できないのところにもそれが大き

く効いているということを考えてもよいのではない

かと思います。 

 

東アジアのアメリカ化 

 

 では、これから先どうなるのでしょうか。今見た

ように、東アジアは基本的にはマーケットの力で地

域が地域として成立するようになりました。つまり、

政治的な意志として地域をつくろうという地域主義

ではなく、マーケットの力で、気がついてみたら地

域が地域になっていたということです。その意味で、

「リージョナリズム」ではなく「リージョナライゼ

ーション」という特徴であった東アジアの地域統合

は、これから先どうなるのでしょうか。 

 ここで、どういう力が働いているのかということ

を少し考えておくことが非常に有用ではないかと思



います。一番重要なのは「アメリカ化」の力だと思

いますが、最近、特にこの１～２年、アメリカとい

うものを「帝国」というかたちでつかまえようとい

う議論が非常に盛んになされるようになっています。

これ自身が果たしてどのくらい有用なことなのかと

いうのは、それこそ１時間話しても足りないぐらい

の大きなテーマですが、実は私も、かつて、アメリ

カは東アジアにインフォーマルな帝国的秩序をつく

ったのだという言い方をしたことがあります。 

 「アメリカ帝国」という言葉を使うかどうかは別

にして、アメリカがこの地域の政治・経済・文化・

社会においてどのくらい圧倒的な力を持っているか

ということを考えるには、アメリカが実際のところ

どういう力を持っているのかを具体的に考えてみる

と良いと思います。例えば軍事について、アメリカ

はもちろん圧倒的な力をこの地域で持っています。

北朝鮮の核開発の問題、ミサイル開発の問題、ある

いはもっと一般的に北朝鮮のあのような体制の存続

の問題、何を取っても、最終的にはアメリカ政府の

意志が決定的な重要性を持つということにも如実に

見られるところです。 

 同時に、金融においても、アメリカ政府とウォー

ルストリートの金融ネットワークとは圧倒的な力を

持っています。それは、例えば 1997 年に日本政府

が東アジアの国々に声を掛けてアジア通貨基金をつ

くろうとしたとき、それが見事につくれなくなった

ということに見られるとおりです。 

 それから、もっとソフトなレベルでは、英語とい

う言語は極めて重要な共通の言語ですし、それに並

んで、この 50 年、実は知識が非常にアメリカ化し

ています。１つだけ例を挙げますと、経済学という

のは、かつては日本には日本の経済学があり、これ

はマルクス主義経済学あるいはマルクス経済学とい

われましたし、オランダにはオランダの経済学があ

り、イギリスにはイギリスの経済学がありました。

しかし今では、経済学の勉強をするためにイギリス

に行く人がまだ少しありますが、日本の 30～40 代

の経済学者がアメリカで PhD を取らずに経済学者

と認められるということはもうありえない。そうい

う世界が既に成立している。そのくらい知識のレベ

ルでのアメリカ化も進んでいるわけです。 

 その意味でアメリカというのは、軍事や金融のよ

うなシステムのレベルだけではなく、その下にある

ソフトな知識や言語のレベルでも非常に大きな力を

持っています。それが我々のものの考え方や生活の

仕方、あるいは政治経済的なシステムをつくってい

くときにどうつくるかというところで非常に大きな

力を持っているのです。 

 それに対して、中国化や日本化にどういう意味が

あるのかというと、かつてのような中国文明圏を受

け入れるという意味での中国化の力というのは、も

う働いていないと思います。むしろ働いているのは、

アジアのいろいろな地域やアメリカに住んでいる多

くの中国人たちがもう一度標準語（普通話）を身に

付けることで、かつては例えば福建人としてネット

ワークを持っていたのが、いわば新しい中国人とし

てネットワークをつくり、そこでビジネスをし、社

会的な力をつくっていく。これが現代の中国化とい

うことの基本的な特徴です。 

 日本化というのは、かつては、特に 1980 年代か

ら 90 年代には、日本の企業系列のネットワークが

台湾、香港、東南アジアに張り巡らされ、そういう

インフォーマルなネットワークの中で地域が地域と

してのまとまりを持っていきました。それが日本化

の特徴だったと思いますが、現在では、アメリカの

帝国的な秩序の下で、どういう生活をつくることが

できるのか、あるいはどういう社会をつくることが

できるのかという１つのモデルを提供することが、

日本化ということの大きなポイントではないかと思

っています。 

 例えば今、アジアにおいて漫画やアニメが非常に

普及している、あるいは受け入れられているという

ことは皆さんよくご存じだと思いますが、それだけ

ではなく、日本のファッション誌などに対する需要

も非常に大きくなっています。そういうものをどう

考えるかという時に、大きなアメリカ化の力の中で、

それなりにローカライズしていく、自分のものにし

ていく、その１つのうまいやり方を日本が提示して、

それをモデルにしながら、韓国では韓国なりの、あ

るいはタイではタイなりのローカライゼーションが



起こっているのだと理解しています。 

 

中産階級の成立 

 

 このように、今、東アジアというのは中国化や日

本化と呼ばれるような力も作用していますが、圧倒

的にアメリカの力の下で形成されています。しかし、

もう１つ忘れてならないのは、この地域で過去 50

年、非常に大きな変化が起こったことです。一言で

申しますと、それは中産階級が成立したということ

だろうと思います。 

 アメリカの社会史の本に『オンリー・イエスタデ

ィ』という本があります。これは 1920 年代にアメ

リカで中産階級が成立し、それによってアメリカの

社会や経済、政治がどのように変わったかというこ

とを描いた名著です。その同じタイトルで山崎正和

さんが 1960 年代の日本について書き、そこで日本

における中産階級の成立が日本というものをどのよ

うに変えたのかということを論じています。おそら

く同じことが同じタイトルで、韓国や台湾ですと

1970 年代から 80 年代の前半、東南アジアですと

1980 年代の後半から 1990 年代の前半、それから

1990年代の後半から現在は上海や厦門、広東など中

国についていえると思うのです。つまり、グローバ

ル化、あるいは地域化の恩恵を受けて、この地域に

は過去 50～60 年の間に、非常に大きなマスとして

の中産階級が成立したということです。 

 先程、ヨーロッパとの比較で、ヨーロッパの地域

統合というのは基本的にはナショナリズムはだめだ

ということ、共通の政治的意志によってやらなけれ

ばだめだということ、そして共通の規範がそれなり

にできていたのだ、という３つを言いました。東ア

ジアのおける中産階級の成立というのは、過去 30

年ぐらいのスパンで見ますと、我々はかつてよりは

るかに多くのものを共有するようになっているとい

うことを意味するのだと思います。このとうとうと

したアメリカ化の中で、我々は規範についても相当

いろいろなものを共有するようになってきています。

その上にこそ、いずれマーケットの地域統合の上に、

制度として地域というものをつくっていくというこ

とも構想できるようになるのではないかと思います。 

 

まとめ 

 

 まとめますと、今起こっている経済連携というの

は利益の話です。つまり、マーケットの力でどんど

ん地域がまとまっていき、その中で、例えば日本で

起こったことが直接マレーシアの経済に非常に大な

影響を及ぼすようになってしまったということです。

なんとかしてそういうことをうまくコントロールで

きないでしょうか。あるいは、日本で何かショック

が起こったときに、それがマレーシアの経済にとっ

て、少しでも大ショックにならないようにするには

どうしたらよいのでしょうか。そういう意味で、地

域統合の議論というのは利益にかかわる問題として

始まっています。 

 しかし、共同体（コミュニティ）というのは利益

だけの上にはつくれません。規範の共有ということ

があって初めて成立するわけです。そして、その規

範の共有の条件は、このような大きなアメリカ化の

下での中産階級のマスとしての成立の中で、今、で

きつつあるのではないでしょうか。時間はかかるで

しょうが、その中で仮に規範が共有されるようにな

れば、そのときには、当然その一部として信頼も醸

成されるようになります。安全保障の分野において

も、今、ヨーロッパの政府あるいは諸国民がヨーロ

ッパ内部の問題を戦争という手段で解決しようとし

ているけれども、そんなことはもう思いもつかない

ようなものがこの地域にもできるのではないでしょ

うか。しかし、それはまだずいぶん先の話だろうと

いうのが私の考えです。 



 

 

 

 

 日韓関係論が私の研究テーマですので、当然今日

のテーマである朝鮮半島、そして日本の役割という

のは、私としてはやらなければいけないテーマでも

あります。もう少しほかのことにも関心を持ちたい

と思っているのですが、刻一刻変わっていくので、

いつも関心を寄せなければいけないテーマで、個人

的には少しまいっているという状況です。 

 もともとそうでしたが、日朝交渉が始まり、首脳

会談が終わって２か月目あたりから、日本の役割が

議論にならないような状況になっているのではない

かと思います。日本のマスコミの報道からは、日本

が主体的に何かを考えているというよりは、「アメリ

カが」、「韓国が」、「中国が」、「ロシアが」の方が、

むしろたくさん見えてきます。日本の役割というも

のをもう少し積極的なところからとらえていかなけ

ればいけないのではないか、私は普段からそういう

認識に立っておりますので、そういうところから見

てみたいと考えています。 

 なぜ日本の役割というものが見えてこなくなった

のかというと、問題は非常に複雑ではありますが、

複雑化しすぎているところもあるのではないか、も

う少しシンプルに考えてみようと思うわけです。そ

して、日朝交渉、日朝首脳会談が始まった当初の、

日本が大変アクティブに動いていたころに立ち返っ

て考えてみてはどうかというところから始めてみた

いと思います。 

 

 アメリカが介入して以来、日本の役割が大変難し

くなってきたということが出発点になっています。

これは個人的な感傷からですが、「９・11」後のア 

メリカと「９・17」（日朝首脳会談）後の日本が大

変似ているように見えます。それは何かというと、

ロゴスに対するエトスとパトスの大反撃であったと

考えます。 

 マキアヴェリという人が「君主たるものは宗教的

な信念からは自由でなければならない。善悪の判断

よりは冷静な計算が必要である」と言い、それが近

代政治学、国際関係論のオリジンで、近代外交とい

うのはそこから出発しているところがあります。し

かし、ここ２～３年、世界政治において外交という

のは、冷静な計算の下に与え・与えられる、ギブ・

アンド・テイクではなく、クライム・アンド・パニ

ッシュメント、つまり罪を犯したものは徹底的に罰

するという考え方になってきているように思います。

そうすることによって、外交の立場がなくなってき

ているというのが１つの印象です。 

 もう少し日本のことについてお話をしてみましょ

う。「9・17」の首脳会談のあとに、平壌共同宣言を

出しました。90～91年ごろから始まった最初のころ

の日朝交渉から考えると、日本はこれで大変大きな

ものを幾つも得ています。北朝鮮はほとんどお手上

げ、白旗を揚げたようなものでした。ただ１つ北朝
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鮮が得たのは、日韓の基本条約にはなかった歴史の

問題を、宣言の中に入れたことぐらいです。ほとん

どは日本の北朝鮮に対する大勝利であったと見てい

いと思います。 

 これが成立したのは外交の場面でした。金正日国

防委員長の大きな譲歩があり、小泉総理の決断があ

ったのです。どちらが大きく得たかというのは評価

が分かれると思いますが、とにかくギブ・アンド・

テイクの関係にありました。拉致問題が出てきてか

ら非常に難しい状況に陥っていましたが、10 月 15

日の段階まではとにかくギブ・アンド・テイクをし

ようという姿勢が両方に見えていたのです。５人を

一時帰国させることとほぼ同じくして日本政府は国

交正常化交渉を再開するということをお互いに出し

合って、なんとか維持されるようなかたちでした。 

 ところが、その次の日の 16 日、ケリー特使がソ

ウルから北に行って、北がその場で核開発を認めた

ということが報道されたのです。このタイミングは

もう少し考えなければいけないところがあります。

ケリーさんが行ってそういうことを聞いたのは５日、

６日の話ですので、それから 10 日余り、アメリカ

が何を考えていたのか分かりませんが、とにかくこ

の問題が出てきてアメリカが絡み始めました。そし

て、日朝交渉にアメリカが介入して「日朝交渉×米

国」という掛け算になりました。これを数式のよう

に展開すると、日朝交渉又は日朝関係は「日米関係」

と「米朝関係」という２つの異質な関係によって規

定されるようになりました。そこから影響を与えら

れるようになったということです。 

 そこから３つの定理を出すことができると思いま

す。この３つは同じ話なのですが、語順を変えたり、

能動態を受動態に変えたりしたものです。まず「日

朝交渉は米国の政策に影響される」。これを展開して

能動態にすると、「日米関係及び米朝関係は日朝交渉

を拘束する」という考え方が成立するということで

す。 

 ここで２つの仮説を立ててみたいと思います。１

つは、「日米関係が日本の行動を拘束すれば日朝交渉

は行き詰まる」。もう１つは、「米朝関係が日本の存

在なしに機能すれば日朝交渉は行き詰まる」。この２

つの仮説がありえると思いますが、私がここで２つ

の問題を「仮説」と設定したところの説明をさせて

いただきます。なぜなら、これを仮説ではなく定理

として考える人が大変多いのではないかと思うから

です。言い換えれば、「日米関係が日本の行動を拘束

し、日朝交渉は行き詰まる」、又は「米朝関係が日本

の存在なしに機能し、日朝交渉は行き詰まる」と一

般的に考えており、それがそのまま通っていると私

は考えます。そこで、これを仮説に置き換えて、そ

れを１つずつ考えてみようということです。本論で

は、まず日米関係で仮説１のところを考え、２つ目

の仮説を米朝関係から考えてみます。そこからの結

論を合わせて考えて、最終的に私としての結論を出

してみるということにしたいと思います。 

 

日米関係 

 

 日米同盟に集約される日米関係から、日本の役割

というものが昇華されるものなのかということを考

えてみたいと思います。クリントン政権とブッシュ

政権の対日政策が大変違うということはよく指摘さ

れています。どこがどう違うのかを長く説明する余

裕はありませんが、ブッシュ政権の対日政策は「責

任分担（Burden Sharing）から権力分担（Power 

Sharing）へ」といわれています。アメリカとほぼ

同等の立場で、日本が主体的な独立国家として、特

にこの地域においては安全保障の面で戦略と戦術を

分け合うという話です。 

 こういう考え方はブッシュ政権のいろいろな政策

提言書、例えばアーミテージ報告書などからずっと

確認されます。特に「9・11」以後出されたヘリテ

ージ財団のワーツェルさんがまとめた報告書におい

ては、アフガニスタンに自衛隊を派遣した日本の決

断、対テロ特措法によって、日本は集団的自衛権を

行使したものと解釈できるというところまで進んで

いるということが指摘できると思います。そういう

ことから考えますと、ブッシュ政権の対日政策は、

日本を安全保障の面において主体的に考えることが

できるような国家として想定し、そういうものを基

本として考えていると結論づけていいかと思います。 



 こういう考え方だけかというとそうではなく、も

ちろんそれに対して警告を発する考え方もあります。

ヘジンボタムとサミュエルスは、アメリカ外交のご

意見番のようなものである『Foreign Affairs』に発

表した論文において、こういうことだけで日本にア

プローチしてはいけない、日本にはいまだに総合安

全保障の考え方が残っていると。そういう両方の面

から、日本はそれなりの自分の政策を樹立している

ということを考えなければいけない。だから、アメ

リカは日本のそういった主体的な考え方を尊重すべ

きだという内容です。 

 考え方や日本に対する認識は違うとしても、１つ

の点においては共通なことがあります。つまり、日

米同盟の中においても日本の役割は相対的に増大し

つつある、そして、それを認めるべきであり、そう

いう傾向が維持されるべきである、ということだと

理解してよいかと思います。 

 そこで、１つの結論として、日米関係は日本の北

朝鮮政策の対米従属性を意味するものではないと考

えることができます。東北アジアにおいて日本とし

て大変重大な問題が発生したときに、日本が自ら考

えるということは、アメリカとして歓迎することで

はあっても、それを阻害することではないと理解す

ることも可能だという話です。 

 

米朝関係 

 

 本論の２つ目の話として、米朝関係の話に移りま

す。北朝鮮のブッシュ政権に対する最初のアプロー

チというのは、1994年のジュネーブ枠組合意を尊重

し、それを両方が認め合うことを出発点としようと

しました。しかし、アメリカの方はそうではありま

せん。ブッシュ政権内部には、クリントン政権当時、

アメリカは北朝鮮に対して「むちとあめ」の政策で

臨んだというよりは、ただ単に「あめ」を与えすぎ

たという批判的な考えがありましたので、北朝鮮に

そういう甘えを持って対してはいけない、この基本

枠組みは見直すべきものであり、アメリカが与えた

ものに対して北はもっと出すべきだと考えました。

相互主義で北朝鮮に接するべきだという考えをブッ

シュ大統領は出していました。それが「９・11」の

あとに北朝鮮を大変刺激する「悪の枢軸」という言

葉で定式化され、アメリカの政策として北朝鮮に出

されたということです。 

 ここで「枢軸」という言葉を考えてみたいと思い

ます。今のところ、どういった経緯でこれが出され

たのか私はよく分かりませんが、これを聞いたとき

に想起されるものが２つあると思います。まず、「ベ

ルリン・ローマ・東京枢軸」が思い出されるのです

が、それは敵に対しての無条件降伏を求める、そし

て敵対関係にある１つの国家が単独で平和条約を結

ぶことは認められないということです。もう１つは

「強大国協調の原則」です。この２つの原則がここ

で思い出されます。 

 それが北朝鮮に対してはどうであったかというこ

とになりますが、それが具体的に表明されたのは、

核開発問題が表面化した後初めてのブッシュ大統領

の発言で、その中にアレンジされて入っていたと思

われます。１つは武装解除を求める、その前には交

渉などはありえないということです。そして、この

過程は日米韓という関係国の緊密な協調の下で管理

していくという話でした。アメリカがこういう話を

している以上、韓米同盟・日米同盟を軸に日本とい

う国の役割を評価せざるをえなくなっていると読め

ると思います。 

 さて、最近の米朝関係の展開の中で、北朝鮮の考

え方はどうであったのかということをスペキュレー

ションしてみますと、４つほどあると思います。１

つは日朝交渉の方式、つまり拉致問題を大いに認め

て、そこから首脳会談を引き出すという方式をアメ

リカにも適用したのかもしれないということです。

これはすぐにアメリカによって拒否されましたが、

ケリーさんが来たときに、金正日委員長がブッシュ

大統領と会いたいという話を出したということを合

わせますと、北朝鮮側にそういう考えがあったと考

えられます。２つ目は、イラク問題が進行している

ときに、これとシンクロナイズさせることで主なタ

ーゲットになるのを避けたいということがあったと

思います。 

 この１番目の考え方は、アメリカが即時に拒否し



たので成功しませんでした。２番目が成功するかど

うかはよく分かりませんが、半分ぐらいは成功して

いるかもしれません。アメリカの指導部は今はとに

かくイラク問題だというふうになっており、その代

わりに、ラムズフェルドさんが大変厳しいことを言

ってはいますが、北朝鮮に対しては原則として対話

だと言っていますので、半分ぐらいは成功している

かもしれません。 

 しかし、それ以外にもう１つ、やはり拉致問題で

すべての交渉カードを切ってしまった北朝鮮として

は、日本を交渉の場に引き戻しておきたいという考

え方があったのかもしれません。平壌宣言の中では、

安保会議なども続けていくことになっています。安

全保障の問題も日本と話し合えるということになっ

ていますので、その話をしてみましょうと。拉致問

題で日本が硬くなっていたとしても、安全保障の問

題が出てきたら、日本はテーブルに出てこないとい

うだけではすまされないと踏んだのだろうと考える

こともできます。 

 最後のもう１つは、やはり一番よくいわれている

ことで、ステッピング・ストーンにしたい、日本を

経てアメリカに行きたいということです。 

 ２番、３番、４番の考え方が複雑に絡み合ってい

るのですが、どれにしても、北朝鮮は交渉の場で日

本と会いたいということが底辺に流れています。そ

してこれはクアラルンプールでの国交正常化交渉の

第 12 回交渉が物別れに終わった後でも、北朝鮮か

ら発せられた声明や報道番組を見ると日本に対して

未練があるように感じられます。今回はだめだった

けれども、次回ぜひやってみたいというふうに読ま

れるような内容です。 

 一方、アメリカの方はどうかというと、核問題を

出してきたというのは、90年代初めにそうであった

ように、日本があまりにも早く出ていき過ぎるのを

けん制したい、東北アジアにおいてキーを握ってい

るのはアメリカだと知らせるということがあったと

思います。しかし、それをやっていくうちに自分で

自分を縛っていくということもあって、すぐ戦争か

というとそうはできない。韓国、日本という同盟国

が大悲劇を受けるようなことになるので、過激な方

向にはいけない。交渉してやっていくしかないとい

うことです。また、アメリカとしては、ここでもう

１つの変数があります。それは中国ですが、とにか

くこれがあまりにも長引くことは望ましくない。ク

リントン政権と違って、ブッシュ政権は中国よりは

日本寄りですので、ここで中国があまりにも長く北

朝鮮に影響を及ぼすような状況はつくりたくない。

そういうことがあって、この問題が大きくなればな

るほど、アメリカは本気でこれを解決しなければい

けない場面に追い込まれるということです。そこで

日本の役割が大変重要になってくるということが分

かると思います。米朝関係は日朝交渉の制約要因で

あると同時に、促進要因でもありえるという話です。 

 

 そして、結びです。やはり外交に復帰してもらい

たい。冷静な計算の下で国が動いていくようにして

もらいたい。そこで、ロジックを立て直してみよう

ということです。私が出した２つの結論により、仮

説―定理としてまで理解されていたその仮説は、否

定することができるのではないかと思います。ロジ

ックというものによって現実が成り立つわけですが、

最終的な結論としては、ロジックを失い崩壊してし

まったかのようにみえる現実を、私の提出する新し

いロジックにより、立て直したいということです。 

 どういう現実かというと、「日米安保に集約される

日米関係は日朝交渉の進展を拘束する要因であると

はいえず、核問題をめぐる緊迫した対立関係にある

米朝関係は、日朝交渉の進展を阻む要因であると同

時に、ある条件の下では日朝交渉を進展させる要因

ともなりえる」と。そのある条件とは何かというこ

とになりますが、それは日本に外交の意志があるか

ないかです。最終的にはそこに行き着くと思います。

日本政府が、この交渉について東北アジアの地域的

な安全保障の枠組みを構築することに向けて積極的

な意味があると判断して、交渉を主導する意志を有

するか否か。これに日朝交渉の進展はかかっている

と結論づけていいと思っています。 



 

中国の台湾戦略を解く 
 

ＳＧＲＡ歴史問題研究チーフ、宇都宮大学国際学部外国人教師 

李 恩民 

 

  

 

 

今日は政治生命をかけて（笑）、「中国の台湾戦略」

という敏感な問題についてお話ししたいと思います。 

 1990年代、旧ソ連の崩壊、冷戦の終結とほぼ同時

に、中国は天安門事件という悲劇を経て江沢民時代

を迎えました。そのときから、中国は独立・自主・

平和の外交政策を取りながら、経済建設最優先の観

点から、すべての国と対抗もしなければ同盟も組ま

ないという戦略を取っています。そのために、中国

はロシア、アメリカ、日本などの大国と 21 世紀に

向けての建設的な戦略的パートナーシップの構築を

試み、覇権を求めず、また武力による威嚇にも訴え

ず、すべての紛争は平和的な手段より解決すべきだ

と主張しています。 

 しかし現実には、こうした原則に合致しないよう

なことが台湾海峡でたびたび起こっています。した

がって、台湾海峡の緊張は東アジアの紛争の潜在的

火薬庫、又は引火点であるとまでいわれ、現在、世

界の注目の的の１つになっています。今日は、「統一」

と「平和」をテーマに江沢民時代の中国の台湾戦略

を解読し、私の理解と私の提案を示すことにいたし

ます。 

 

 中国大陸と台湾が 1949年に分断されて以来 50数

年間、中国の対台湾政策は大きく変化してきました。

1970年代末までの 30年間、中国は在台湾米軍基地

の完全撤退を求め、「台湾解放」という言葉を使って、

つまり、武力で蒋介石を初めとする中華民国政府を

打倒した上で、共産党の一地方政権として樹立する

ことを主張していました。しかし、1979 年の１月、

国際情勢の変化と米中国交の樹立に伴って中国政府

はこれまでの政策を一新し、武力ではなく平和的な

手段で、解放ではなく統一といった新しい戦略を台

湾に対して正式に打ち出しました。そして、1995

年の１月、江沢民は８項目の案を発表しました。一

言で言えば、中国の台湾戦略とは平和統一と一国二

制度です。 

 平和統一とは何か。1979年以降、中国は平和的な

手段により、政治交渉を通じて統一を実現すること

を訴えてきました。同時に、２つの条件を示してい

ます。第１に、どのような手段で台湾問題を解決す

るかは完全に中国の内政問題であり、外国の干渉は

一切許さないということです。第２に、武力を全く

行使しないと誓約しないことです。これは台湾同胞

に対してではなく、中国の統一に干渉して台湾独立

をねらう外国勢力に対してであると中国は再三強調

しています。 

 一国二制度とは、統一後、中国大陸と台湾がそれ

ぞれの政治制度、経済制度を持つことを意味してい

ます。すなわち、中国国家の主体は社会主義制度を

堅持しますが、台湾は従来の政治制度を保持し、特

別行政区として高度の自治権を持ちます。ここでは



「高度の自治」という言葉は使っていますが、「完全

な自治」という言葉を使っていません。また、台湾

は立法権、司法権を有し、自らの軍隊も持つことが

できます。もちろん、中央政府は軍隊や行政要員を

台湾に派遣したり駐在させたりすることもしません。

中国はこうしたユニークな制度をもって 1997 年と

1999年、イギリスとポルトガルから香港とマカオに

対しての主権を順調に回復したため、中国はこの制

度の合理性に一層自信を持つようになりました。 

 一定の期間内に台湾との平和統一を実現するため

に、中国側は現在、第１に、軍事の面においては台

湾島内の独立の動きを軍事的圧力で抑制しています。

第２に、経済面においては民間レベルの経済交流を

大いに促し、大陸と台湾の経済関係の一体化と緊密

化を図っています。 

 

 中国は、「一つの中国」という原則を台湾側が受け

入れることを政治交渉の前提条件としています。こ

の条件に挑戦するいかなる行為に対しても中国政府

は強硬な手段を取り、それを抑制しようとしていま

す。有名な例としては、1996 年 3 月、台湾総統の

初の直接選挙が行われました。それを台湾独立の一

環としてとらえた中国政府は、選挙をけん制するた

めにという政治的な目的に重点を置いて、軍事演習

を強行しました。これは皆さんよくご存知だと思い

ます。 

 経済面においては、中国側は「以商囲政（ビジネ

スをもって政治を包囲する）」という戦略を取ってい

ます。政治的に解説すれば、それは非政府レベルで

台湾の経済界とのビジネス連携を強化し、彼らを通

して台湾当局の大陸政策の変更を迫るというような

戦略です。 

 こうした経済方式による統一戦略に対して、台湾

側は強い警戒心を持っています。そして、「戒急用忍

（急ぐな、我慢せよ）」という政策を取り、対中投資

の抑制と貿易の自制を呼び掛けています。しかし、

経済の強い補完関係の需要に応じて、台湾側は貿

易・投資等大陸向けの経済活動に対してあくまで香

港経由の間接交流を堅持しながらも、対中国大陸の

経済政策を徐々に緩和しています。そのため、1980

年代以来、大陸と台湾の経済交流は、直接の手段、

いわゆる通信・通商・通航の「三通」が規制されて

いるにもかかわらず、順調に発展してきています。 

 例えば、2002年末現在、台湾の対大陸投資累積額

は 255億米ドルとなります。これは台湾の対外投資

の 48％以上を占めています。同じ年に、双方の貿易

総額は 400億米ドル、台湾側の出超幅は 250億米ド

ルになっています。当然の結果ですが、台湾の対中

貿易依存度は約 14％に、輸出の依存度はなんと約

25.1％にも上昇しています。経済一体化の進展によ

り、台湾は中国大陸から離れたくても離れられなく

なっているのが現実です。したがって、政治より経

済交流を先行させるという理念を持っている台湾経

済界には、三通解禁を求める声がだんだんと強まっ

ています。 

 明るいニュースとしては、2002 年 2 月、現在中

国は春節（正月）の最中ですが、中国大陸と台湾が

分断されて以来、初めてのチャーター便の直行が実

現しました。台湾の一国二制度への支持率も過去最

高の 18％になっています。これは、近年の海峡両岸

の経済的相互依存が作り出した政治的な変化かもし

れません。 

 

 しかし、こうした経済貿易と文化の交流によって

も、いまだ双方の政治家間の信頼を打ち立てること

ができていません。特に、中国側は台湾の政治家の

真意を正確に把握しておらず、彼らが統一の名を使

ってひそかに台湾独立をたくらんでいるのではない

かと認識しています。1995年、平和統一について台

湾との政治交渉が進展できないままの状態を見極め

て、江沢民は「統一を無期限に引き延ばすことは、

すべての愛国同胞の望まぬところである」と述べて

います。つまり、彼は統一の具体的なタイムテーブ

ルこそ明らかにはしていませんが、毛沢東や鄧小平

とは違って、統一をいつまでも先送りしないという

姿勢を既に明確にしています。私から見ると、台湾

がこのまま中国大陸と分裂状態を持ち続ける限り、

独立を求める声が内外から必ず沸き起こります。国

家の分裂が続けば続くほど、台湾独立の可能性も高

くなるのではないかと思います。 



 1971年、中国の国連加盟以来、世界の世論は台湾

独立には否定的ですが、台湾への武力行使にも否定

的です。しかし、台湾の民主化の成果には肯定的で

す。台湾の民意を尊重し、アジア太平洋地域の平和

と安定を前提にして、台湾海峡両岸の統一に取り組

むべきであるという声が強くなっています。したが

いまして、もし中国側がこれ以上政治改革せず、民

主化も推進せず、軍事的威嚇を引き続き行使すれば、

台湾独立の声は更に強くなっていくだろうと思いま

す。その場合は、国際的な世論も台湾寄りになるの

ではないかと私は心配しています。 

 

 中国と台湾の真の平和統一を実現させるためには

何が必要かと言いますと、私から見ると、台湾側と

大陸側のいずれにとっても新しい政治的な知恵、つ

まり政治的新思考が必要であると思っています。成

熟した考え方ではありませんが、あえてここで２つ

の案を提出したいと思います。 

 第１に台湾側に対する提案です。それは、民主主

義の先進的な経験をもって、平和統一を通じて中国

全体の政治民主化を促す政治的新思考を持つことで

す。90年代以来、中国大陸との統一に関して、台湾

側は基本的に受け身的な対応しかできませんでした。

台湾側は自ら台湾経験を誇りに思いながら、それを

積極的に中国全土に押し広めようとはしませんでし

た。私から見ると、台湾側としては、国家の統一は

単に２つを１つにする、大が小を飲み込むというよ

うなことではなく、平和的に共存し、民主主義の競

合を通して共に進歩をしていくことと認識すべきで

す。 

 世界的に認められている台湾経験は、中国人が台

湾で創造した貴重な経験で、「主権在民」も中華文明

の中で初めて実現した民主主義の理念です。したが

いまして、台湾は、中国大陸の若者にとって内心魅

力的な存在です。台湾は中国大陸と統一した後、中

華世界の民主主義の経験者として、また中国の一大

政治勢力として、政治的力を発揮することができま

す。これは必ず、直接中国の政治改革に重大な影響

を与えると思っています。すなわち、中国の平和統

一によって、現にある中国の政治体制に大きな変動

が訪れ、二大政党制、又は複数政党制の新しい政治

体制が生まれるかもしれません。この意味で言えば、

平和統一は全中国の民主化の出発点、政治改革の触

媒となると私は確信しています。 

 第２の提案は中国大陸に対するものです。それは

一国二制度にこだわらず、平和統一の意思を徹底す

るということです。90年代以来の中国は、既に皆様

ご存じのように、イデオロギーだけで民衆を先導で

きる国ではなくなっています。国の政治改革、外交

政策、台湾との統一戦略などの諸問題に関しては、

各民衆団体、各政治集団が意見を述べるようになり

ました。台湾問題を解決する際の武力行使の是非に

ついても、声は小さいながらも現在既に否定的な意

見が出ています。 

 例えば、海峡両岸の軍備拡張は地域の緊張を高め

るばかりで、台湾と大陸の民衆のいずれにとっても

利益にならない。台湾問題でアメリカとの対立を絶

対避けたいという議論が出ています。また、内戦を

引き起こすような武力行使、武力威嚇は賛成できな

い。あるいは、台湾と平和統一が実現された後、政

治制度の公平な競争を経て、優勝劣敗という原理に

よって一国二制度は一国一制度になるかもしれない

という議論がよく聞かれるようになりました。 

 民心を失えば政権を失います。中国共産党はこれ

まで以上に、低下している威信を回復させ、人民の

信頼を取り戻すために民心を尊重しなければなりま

せん。2002 年 11 月、中国共産党第 16 回大会が開

催され、党人事の新旧世代交代が実現されました。

今年３月の全国人民代表大会をもって、中国は正式

にポスト江沢民時代、つまり胡錦濤時代を迎えます。

台湾問題に関して新政権がどのような戦略を取るの

か断言できませんが、少なくとも好戦的ではなく、

武力行使の公言を控えるのではないかと思っていま

す。 

 私から見ると、人権の尊重、政治の民主化、経済

の自由化を一層推進することや、一国二制度にこだ

わらず平和統一の意思を徹底することは、中国大陸

の住民にとっても台湾の住民にとってもベストの選

択だと信じています。 

 



 

ブッシュ政権の東アジア戦略 
 

同志社大学法学部助教授 

村田 晃嗣 

 

 

 

 

何度もお話に出ましたように、アメリカの力が突

出したものになっており、それが「帝国」という言

葉でたとえられたりもするという事態になっていま

す。冷戦を経て、ポスト冷戦といわれる極めて定義

の難しい時期が 10年ほどありましたが、「９・11」

を経て、アメリカは再び戦時モードに入っています。

ポスト冷戦期といわれた 10 年間ほどというのは、

振り返ってみると、冷戦とその後の時代の戦間期で

あったという位置づけになるのかもしれません。 

 

 そのアメリカがいかに超絶した力を持っているか

ということですが、これも既にお話に出ております

が、例えば 2002 年 2 月に発表されたテロ後最初の

国防予算は、前年度比 15％の増額、総額で 3800億

ドルになっています。これは世界の軍事費全体の

40％を占め、第２位から第 20 位の国の軍事費の総

額を上回る額で、それだけ大きな軍事費をアメリカ

は今支出しています。次の年度の国防予算でも、前

年度比４％増ということです。 

 もちろん軍事費の問題だけではありません。いわ

ゆる Revolution in Military Affairs（ＲＭＡ）、軍事

技術革命といわれる軍事技術のハイテク化でもアメ

リカは断トツに優位を保っているわけです。純粋に

軍事的な観点だけに立ったとき、アメリカにとって

ほとんどの同盟国はさして重要ではありません。日

米同盟は言うに及ばずＮＡＴＯでさえ、多くの場合、

アメリカ軍にとって足手まといではあっても強力な

サポーターにはならないというぐらい、いまや軍事

技術の格差が大きくなっているということです。 

 

 予算と技術、更に軍事を考えるときに重要なのは

ロジスティックス、兵站といわれるものです。アメ

リカが世界に展開している軍事力を支える食糧、燃

料、医療、衣服といったロジスティックス、あるい

は通信でもアメリカ軍は世界に超絶した存在で、軍

事的にきわめて圧倒しているということです。 

 経済についても、世界のＧＮＰのほぼ３割をアメ

リカ一国が占めています。また、文化や価値という

局面でも、世界の留学生の大体４割はアメリカに留

学しているといわれますし、インターネットで取れ

る情報の８割は英語であるといわれているわけで、

アメリカの文化、価値観の影響力というものは非常

に超絶したものです。軍事、経済、文化、言うなら

ば、力と富と価値という国際政治の３つの局面でア

メリカは圧倒的な優位を誇っています。 

 これだけ超絶した地位を一国が占めたということ

は、人類の歴史を振り返っても恐らく初めての出来

事であり、我々は人類史上未曽有の事態に直面して

いると申し上げてもよいのではないかと思います。

かつてのローマ帝国でも、あるいは中華帝国でも、

あるいは 19 世紀の大英帝国でも、今日のアメリカ



ほど超絶した力の優位というものを保持してはいな

かったし、グローバルな影響力は持ってはいなかっ

たのです。 

 

 しかしながら、それだけ超絶した大きな力を持っ

たアメリカが、恐らく建国以来最も自国の安全保障

に不安を感じ、おびえているというパラドックスが

存在するわけです。あの「９・11」のテロが起こっ

たとき、我々日本人にとっては決して気持ちのよい

たとえではありませんでしたが、「パールハーバー」

あるいは「神風」という比喩が用いられました。私

もあのときアメリカにおりましたが、そういう比喩

が盛んにメディアで飛び交ったわけです。 

 しかし、1941年 12月に日本軍が真珠湾を奇襲攻

撃したのは、そもそも軍事施設を攻撃したのであっ

て、民間人をターゲットにしたものではありません。

もっと言いますと、あのときのハワイというのはア

メリカ領ハワイであり、アメリカ本土ではありませ

んから話が違うのです。アメリカ本土の中枢部が外

部勢力の組織的攻撃を受けたという意味では、真珠

湾どころか 1812～1814 年の米英戦争以来の出来事

です。イギリス軍が首都ワシントンにまで侵攻した

とき、マジソン大統領夫妻は食事中でしたが逃げて

しまい、イギリス軍は大統領夫妻の食事を食べた後

で大統領官邸に火をかけてしまう。後で大統領官邸

をリノベートしたときに真っ白に塗って、今日のホ

ワイトハウスということになるわけですが、アメリ

カ中枢部が外部勢力の組織的な攻撃を受けるという

のは、真珠湾 60 年ではなく、200 年ぶりの出来事

だということです。 

 アメリカにとっては大変衝撃的な出来事で、これ

ほど強いアメリカが今ほど自国の防衛に不安とおび

えを感じているときはないというパラドックスを理

解しなければ、アメリカの強さ、単独行動主義だけ

を強調するだけでは今日の国際政治の複雑さは理解

できないところであろうと思います。 

 

 ブッシュ政権になってから政権の中で、単独行動

主義（ユニラテラリズム）と、イラクに対する攻撃

を巡っての国連決議でもそうですが、国際協調の枠

組みを維持しようとする国際協調路線との間でぶれ

があるということがしばしば伝えられます。チェイ

ニー副大統領やラムズフェルド国防長官らはしばし

ば「新保守主義者」と呼ばれ、単独行動主義の提唱

者であるといわれる。それに対して、パウエル国務

長官が国際協調路線を維持しようとしていると、図

式的には伝えられているところです。 

 最近出されましたアメリカの有名なジャーナリス

トであるボブ・ウッドワードの『ブッシュ・アット・

ウォー』という本を読みますと、昨年９月に国連総

会でブッシュ大統領が、イラク問題の解決について

新たな国連安保理決議を求めるということで当面単

独ではやらないと言ったわけですが、新たな安保理

決議を求めるという決定も、実は大統領の国連総会

演説の前夜ぎりぎりに決まるというきわどい駆け引

きの中での決定であったと伝えられるわけです。 

 もちろん私は、この政権の中に単独行動主義的な

ものの見方と国際協調主義的なものの見方の対立が

あることを否定するつもりはありませんが、しかし、

このような政権内の２つの路線を極端に強調するの

は正しくないと考えています。と申しますのは、ど

のような政権にも政権内での路線の対立というのは

存在します。アメリカの外交を振り返ってみますと、

今のブッシュ政権の政権内の対立と、例えばカータ

ー政権のときのバンス国務長官とブレジンスキー大

統領補佐官との対立を比べて、どちらが深刻であっ

たかというと、これは大いに議論の余地のあるとこ

ろです。私は、こういう政権内の２つの路線の対立

というのは各政権につきまとうものであって、この

ブッシュ政権に特殊なことであるとは思えないとい

うことをまず申し上げたいと思います。 

 

 それから、「ブッシュ・ドクトリン」といわれる、

国益のためなら先制攻撃も辞さないというアメリカ

の新しい軍事戦略に見られるように、確かにブッシ

ュ政権が単独行動主義的な言辞（言葉）を用いてい

ることは明らかです。しかしながら、レトリックと

実際の政策の運用の間にギャップがあることも外交

では常にあることで、外交上のレトリックだけを取

り上げてブッシュ政権の攻撃性や単独行動主義を過



度に強調することは誤りであろうと思います。 

 私の理解する範囲では、この政権は存外慎重で、

存外プラグマティックで、存外リアリスティックで

あると思っています。現に、昨年の９月にも国連安

保理決議を採るという線に踏みとどまりましたし、

査察の後にも２月 14 日まで更なる延長をするとい

うことで踏みとどまったわけで、今のところアメリ

カが国際協調の枠組みをぎりぎりの線で守ろうとし

ていることは事実です。 

 

 アメリカの政権の外交を巡ってのレトリックと実

際ということで申しますと、よい例がアイゼンハワ

ー政権であろうと思います。同じ共和党政権でした

が、アイゼンハワー政権は、「いかなる攻撃・挑発に

対しても、アメリカはいつでもどこでも核兵器で大

量に報復する」という「大量報復戦略」を掲げたわ

けです。しかしながら、そのようなレトリックにも

かかわらず、アイゼンハワー政権の外交というのは

実は極めて慎重なものでした。レトリックと実態の

ぶれというのは、アメリカの外交のみならず、どん

な国の外交でも常に見られることです。 

 

 「９・11」のテロの後、アメリカ政府は「ＱＤＲ」

という報告を発表しました。これは４年ごとの国防

政策見直し、「Quadrennial Defense Review」とい

われるものですが、このＱＤＲでアメリカのブッシ

ュ政権が示した姿勢は基本的に２つです。１つは言

うまでもなく、あのテロの直後ですから、テロとい

うものをエイシンメトリカル（非対称）な脅威とと

らえ、テロに対するグローバルな戦いを展開すると

いう姿勢を明確にしたということです。 

 もう１つは、国名こそ挙げていませんが、軍事的・

経済的に台頭する中国を明確に念頭に置きながら、

古典的なパワー・ポリティックスの観点から、アメ

リカに挑戦するような潜在的な大国に対して、あく

までアメリカは軍事的な優越を維持するということ

を明確に打ち出しています。つまり、新しいタイプ

の戦争としての対テロ戦争への対応と、古典的な国

際政治のパワー・ポリティックスの観点の中で、中

国やロシアという潜在的なアメリカに対して挑戦し

うる大国に対して、あくまでアメリカが優位を維持

するという２段構えの姿勢を示しているわけです。 

 

 さて、日米同盟についてです。アメリカが、対テ

ロ戦争と古典的なパワー・ポリティックスの中で、

中国の軍事的な台頭や北朝鮮の脅威に対応していく。

そうした中で、日米同盟はどういう意味を持つのか

ということですが、古典的なパワー・ポリティック

スの観点から見れば、これだけ経済が苦しいとはい

え依然として世界第２の経済大国である日本を同盟

国に取り込み、そして沖縄を初めとする在日米軍基

地を安定的に提供してもらうという意味では、日米

同盟はアメリカにとって引き続き極めて重要な同盟

であることは言うまでもないことです。 

 更に、反テロという観点に立ちましても、日米同

盟はやはり重要です。基本的に日米同盟というのは

日本がアメリカに基地を提供し、アメリカが日本を

守るという交換条件で成り立ってきたわけで、日米

同盟の 50 年を超える歴史の中で、アメリカ側は日

本に守ってもらうなどということは想定をしてこな

かった。日本の主たるコントリビューションは基地

提供だということです。 

 

 ところが「９・11」のようなテロが起こりますと、

アメリカ本国だから安全であるという議論はもはや

成り立たなくなるわけで、アメリカのニューヨーク

やワシントンやサンフランシスコがいつやられるか

もしれない。目に見えないテロ組織に襲われるかも

しれない。アメリカ本国が襲われるという可能性、

蓋然性が非常に高くなる。そして、そういう脅威へ

の対抗は、いかに超絶した大国であってもグローバ

ルな協調とネットワークなしにはできない。そうな

りますと、対テロを念頭に置いた日米の同盟協力が

極めて重要なものになってくるということです。 

 この日米同盟は今まで、外務省、防衛庁、国務省、

国防省という官庁が中心にやっていましたが、テロ

のような脅威に対抗するにはそれだけでは不十分で

す。法務省、文部科学省も科学技術という点では関

係があるでしょうし、経済産業省、地方自治体、場

合によってはＮＧＯの協力も仰がなければいけない。



つまり、対テロということを念頭に置いたとき、日

米同盟というのは非常に包括的なものにもう一度リ

シェイプする必要があるといえます。 

 

日米同盟は古典的なパワー・ポリティックスの観

点からも、反テロという観点からも重要であるとい

うことですが、では日米関係は安泰かというと、も

ちろんそうではありません。慢性的な日本経済の低

迷というのは潜在的に大きな時限爆弾です。むしろ、

日本経済が非常に好調であったときには、多くの事

柄は金で解決がついたために、日本はストラテジッ

ク・マインドというものを大して必要としなかった

わけです。しかしながら、日本が最も頼りにしてい

たディプロマティック・ツールであるマネーという

ものが日本に余りなくなってきますと、我々は金以

外で戦略を考えなければいけない。つまり、日本の

この 10 年ほどの経済的な停滞が戦略的思考を求め

ているということであり、経済以外の日本のポテン

シャルな活力というものを利用しなければ、日本の

外交戦略のビジョンが描けなくなっているというこ

とです。 

 それから、アメリカ軍の軍事的優越が続きますと、

純軍事的に見たときの日米同盟、同盟国としての日

本の必要性というのはそれほど高くない。軍事技術

が更に進んで遠隔操作が可能になると、前方展開戦

力、日本に米軍基地を維持することが長期的には今

ほど重要ではなくなってくるかもしれない。ですか

ら、日米同盟は日本にとってもアメリカにとっても

重要だと、それが所与のことであるとは長期的には

考えられない。そのためにも、日米同盟の再構築、

再びこれを包括的に強化させる必要性があるという

ことです。 

 

 そうした中で、日本国内での一部の声高な感情的

な反米論の高まりに私はいささか危惧を感じます。

それが必ずしも十分な国際政治認識やアメリカ理解

に基づかないもので、強いものや大きいものに対す

る反発、そして日本経済、日本社会の不調のフラス

トレーションの投影としての反米感情といったもの

が高まるとすれば、これは極めて危険なことであろ

うと思います。 

 しかも、私が更に危険に感じるのは、露骨な反米

的言辞をもてあそぶ人たちの多くが、実は多分に反

中であり、中国もけしからんとおっしゃるわけです。

そして、アメリカがけしからん、中国がけしからん

とおっしゃる方はもちろん伝統的にロシアが大嫌い

ですから、反米・反中で反ロです。そして、ワール

ドカップが終わると韓国も生意気だという話になり、

北朝鮮はもうとんでもないということです。そうし

ますと、私は戦略的に正しいとは思いませんが、反

米で親中だというのならまだ議論の余地があろうと

思うのですが、反米で、反中で、反ロで、反韓で、

反北朝鮮ときた日には、いったい日本はどこと付き

合って生きていくのか。日本ほど国際関係と国際強

調の網の目の中でしか生きていけない国が、こうい

う他国に対する反発の感情だけでやっていこうとす

るのは、極めて危険なことであろうと思うのです。 

 

 アメリカに対して言うべきことは言うべきだとい

う議論がよくあります。もちろんそのとおりです。

なぜなら、言うべきことは言うべきだから。それは

トートロジーにすぎません。問題は、言うべきこと

は何なのかを巡って我々は議論をしているのであり、

更に言うならば、言うべきことをどのようなマナー

で言うかということがディプロマシーなのです。言

うべきことが正しいからどんなかたちで言ってもよ

いというのは、外交としては全くピント外れであり、

言うべきことをエフェクティブに言うためにはどの

ように言うかを考えるのが外交なのです。ですから、

言うべきことは言うべきだという議論は全く無意味

というか冗語ですが、日本の一部には、アメリカと

違うことを言ったり、アメリカと違うことをするの

が日本の自立性、独立性だと誤って考えている人た

ちがいるのではないかということです。 

 問題は、アメリカと違うことを言ったり、アメリ

カと違うことをしたりすることが大事なのではなく、

私どもの国益とアメリカの国益がどの程度合致し、

どの部分で違っているかを考えることです。違って

いるならば違うことを言い、違うことをしなければ

なりません。しかし、我が国の国益とアメリカの国



益が合致している限りは、我が国がアメリカと同じ

ようなことを言い、アメリカと同じ行動をすること

は、全く主体的かつ自主的なことです。アメリカと

違うことをすることによって自主性を強調しようと

する見方があるとすれば、それは誤った幻想の自主

性であろうと思います。 

 

 最後に一言だけ申し上げますと、去年の暮れ、小

泉総理に対外関係タスクフォースというところから

「21世紀日本外交の基本戦略」といわれる報告書が

出ておりまして、私はこれはなかなかよく書かれた

報告書だと思います。この報告書の中でも指摘され

ていますが、日本にとってアメリカは唯一の同盟国

であるけれども、アメリカにとって日本は 40 か国

近くの同盟国の１つであり、アメリカが日本とは異

なる独自の議題を持つのは当然であると。特にアジ

アや中東においては、日米の政策の優先順位が先験

的、アプリオリに同じではありえないという指摘が

あります。そのように、日本の国益、日本がもって

いるツール、そして優先順位というものを考えて、

そこから先の自主外交論でなければならないと考え

ています。 

 



 

自 由 討 論 
 

司会：朴 栄濬 

ＳＧＲＡ研究員、韓国世宗研究所研究員 

 

 

 

（朴） 自由討論の時間になりました。第 1部では、

４人の先生に基調講演と講演をしていただきました

が、各先生方からのお話に対して、各々４人の質問

者が事前に決まっていますので、まず質問者からの

質問を受けたいと思います。 

 白石先生のご発表に対する質問から始めましょう

か。自己紹介をした後で、質問内容を述べてくださ

い。 

 

（富川） 東京大学大学院経済学研究科の富川と申

します。来年から防衛庁の防衛研究所で働かせてい

ただきます。もしかしたら白石先生だけではなく、

ほかの先生方にも答

えていただきたいと

ころがございますの

で、よろしくお願い

します。 

 質問内容は４点で

す。少し大胆な質問

をしたいと思ってい

ます。 

 まず第１に、白石

先生も説明されてい

ましたが、本日のテ

ーマである「21世紀

の世界安全保障と東アジア」の「東アジア」という

ひとくくりをまとめる意味があるのかということで

す。具体的に言いますと、先生は「地図をイメージ

してくれ」と発言されていまして、先生には『海の

帝国、アジアをどう考えるか』という著書もありま

すが、この太平洋という海を無視というか圧縮した

ときに、隣にあるのはアメリカなのです。 

 つまり、地理的空間としては太平洋を挟んでいま

すが、真横にアメリカという国がある場合に、なぜ、

ここであえて東アジアというくくりをする必要があ

るのか。事実、先生もご指摘されましたが、アメリ

カ抜きではこの東アジアというものは全く成立しま

せん。ＡＭＦも、マハティールが提唱したＥＡＥＣ

も挫折しました。挫折した、アメリカの外圧、と考

えるよりも、むしろＥＡＥＣのときは日本自身が拒

否しましたし、ＡＭＦも、宣伝としてはアメリカに

挫折させられたようなことを言っていますが、本当

の目的は円を東南ア

ジアに流通させよう

ということのみでし

た。例えばその後顕

著になった法律や制

度、特にＩＭＦや世

界銀行、ＢＩＳが中

心になって行った金

融制度改革を、東南

アジアの地域の中で、

日本若しくは東アジ

アだけで独力で実行

できたかというと、

日本にはそのような世界的な制度を構築する能力は

全くありませんでした。したがって、このアメリカ

というものを抜いて東アジアを考える意味はあるの

か、これは錯覚ではないか、ということが第１点で

す。 



 ２番目です。東アジアというものを否定しておい

て、少し自己矛盾なのですが、東アジアをひとくく

りにするところに、非常に無理があるのではないか

ということです。端的に言うと、もう先生も分かっ

ていらっしゃると思いますが、北東アジアと東南ア

ジアにおいては様々な面で違いがあり、ざっくり言

うと、北東アジアは、政治学の面から見れば均衡を

中心にしたとらえ方をしないと無理である。つまり、

アメリカの軍事力を背景に、中国、日本、北朝鮮、

韓国、台湾が勢力の均衡の下に初めて成り立ってい

る地域です。 

 一方、東南アジアはどうかというと、確かに冷戦

が崩壊するという前提付きではありますが、ＡＳＥ

ＡＮ地域は積極的にビルマやベトナムなどをＡＳＥ

ＡＮの中に取り込もうという動きを、アメリカが行

う以前からやっていました。つまり、政治的な力と

いう意味では、むしろ相互依存というものをやろう

としていました。 

 一方、経済から見た場合、北東アジア、この場合

北朝鮮などは抜きますが、韓国、日本、中国という

地域は、相互依存関係は成り立ちえます。ところが、

ＡＳＥＡＮの中で相互依存関係は、確かに域内貿易

の比率は上がっていますが、ＡＦＴＡ（ASEAN 

Free Trade Area）の成立を前に各国が直接投資をい

かに継続的に引き付け合うかということで競争して

います。例えば、マレーシアの場合では、ＡＦＴＡ

が成立すれば自動車産業は競争力がなくなるのでは

ないか、タイにすべて拠点を持っていかれるのでは

ないかということで引き延ばしをしていますし、そ

のような例が幾つかあります。 

 つまり、経済面で見れば北東アジアは相互依存、

ところが、東南アジアはむしろ外資を中心とした力

による均衡、国際分業をいかに成立させるかという、

アンビバレント（ambivalent）な関係が成り立って

いる。したがって、東アジアというのは北東アジア

と東南アジアを分別して考えた方がより簡単なので

はないか、というのが第２番目の私の主張です。 

 ３番目は、村田先生もおっしゃっていましたが、

アメリカナイゼーションというものの進展に伴う

「反米という作法」が、一部日本を初め、東南アジ

ア、東アジアの地域で出ています。それを考えたと

きに、では日本は何の役割ができるのかというと、

白石先生が指摘されていましたように、日本はジュ

ニアパートナーとして甘んじる、つまり経済の領域

においての直接投資という部分において役割を果た

してきたと。つまり、それ以上のもの、安全保障や

政治的な領域への発言というものを控えることによ

って、存在理由が出たわけです。 

 では、日本がその分野において、積極的な役割を

果たしえるかというと、日本自身もコンフリクト

（conflict）、つまり反米が反日になる可能性がある

わけですから望むわけではないですし、第２次大戦

の経験を持っている北東アジア、東南アジアの地域

も全く望まないわけです。つまり、経済的に言うと、

ナッシュ均衡にロックインされている状態にあるの

ではないかと。日本が東アジアに何か貢献できるの

かというと、もしかすると何もないのではないかと

いう指摘をしたいと思います。 

 最後に、これは少しラフなイメージなのですが、

ではこの東アジアを考えるときに何らかのインプリ

ケーション（implication）があるかというと、私は

東南アジア地域における経済的なまとまりというよ

りも、むしろ政治的なまとまりを積極的に評価する

べきではないかということではないかと思います。 

 先程すでに指摘しましたが、東南アジア地域、Ａ

ＳＥＡＮ地域は、最初は反共ということで政治的な

まとまりを得て、その後経済的なつながりを持った

わけですが、更に進み、ラオスやベトナムを取り込

むというかたちにおいて政治的な役割を果たしてき

ました。マレーシアをラフに観察していますと、決

して政治的に東南アジアがまとまっているわけでは

ありません。つい最近も、インドネシアの不法労働

者を巡って、インドネシア移民を追い出すというよ

うなことを言えば、インドネシアからも反論がくる、

シンガポールに対して水を供給しないと脅せば、シ

ンガポールからも反論がくるといったように、ＡＳ

ＥＡＮ地域内では、日本人の私から見ればかなり辛

らつな、紛争になるのではないかというような舌戦

を政治的なリーダーが取っています。しかし、かと

いって緊張が頂点に達する前に、常になぜかうまく

落としどころを見つけています。 

 このようなところを観察していると、私はこの地



域化というものを無理強いしないＡＳＥＡＮのまと

まりは、実は東アジア地域のリージョナライゼーシ

ョンを進める上で重要なのではないかと。つまり、

地域化、共同化を目指す何らかの規範を無理強いす

るのではなく、むしろ損得勘定だけを考えて、お互

い距離を取ったような、バイラテラル（bilateral）

な関係が束になったような関係の方が安定するので

はないかというような少し逆説的な提案をして、以

上の４点について白石先生や村田先生ほか、南先生

や李先生からもご返答いただきたいと思います。 

 

（朴） どうもありがとうございました。質問が幅

広い範囲にわたっていますが、白石先生からお伺い

できますでしょうか。 

 

（白石） まず私の基本的な問題意識から申します

と、冷戦が終わり、1990年代に世界的な秩序形成の

基本的な原理が２極の対立構造から地域地域におけ

る地域秩序の形成というように大きく変わってきた

と思います。その中で、特に東アジアにおいてはい

ろいろなファクターがあります。冷戦の終焉、1997

～1998年の経済危機、日本の長期的な経済的停滞と

政治的なステールメイト（stalemate）、それから 90

年代半ば以降の中国の台頭。そういう中で、地域秩

序そのものが非常に大きく変容しつつある。それを

どういうユニットで考えると一番理解しやすいか、

ということが基本的な考え方なのです。 

 そのときに、ともかく 1950 年代に、かつて冷戦

の時代にどういう地域秩序がつくられたかというと

ころから考えましょうというのが私のアプローチで

す。そう考えると、アメリカは日本をジュニアパー

トナーとして、安全保障の面ではハブとスポークス

のかたちの安全保障体制をつくり、経済の面では、

アメリカと日本とほかのアジアの国々の三角貿易の

システムとして経済の構造をつくった。 

 そして、その中に中国が入ってくる。けれども、

その入り方というのは、中国というのはいわば安全

保障の面ではパシファイされないかたちで、けれど

も経済的には入ってくる。それがどういう意味があ

るのか、その中でアメリカはどのようなかたちでこ

の地域を再編しようとし、日本はその中で何ができ

るのだろうか、というのが私の発想です。 

 ですから、客観的に何か東アジアというものがそ

ちらにあり、それをそういうものとしてつかまえれ

ばいいのか、けれどもアメリカを含めて考えた方が

よいのか、などということは、私としては余り関心

がないのです。どちらかというと、現に日本があり、

日本は東アジアの中に既に経済的にも社会的にも非

常に埋め込まれてしまった。ではその中で、日本が

埋め込まれた東アジアということをどうやって地域

秩序の観点から考えたらいいのか、というのが私の

基本的な考え方です。 

 例えばＥＡＥＣは失敗したではないかと。けれど

も、別にそのことで東アジアということを考える意

味がないとは思いません。ＡＭＦについては、日本

に東アジアの金融制度改革の能力がないから、どう

せできなかっただろうというのは一理あると思いま

す。確かに、日本政府あるいは日本銀行には、東ア

ジアのほかの国の金融についてのモニタリングの能

力はなく、実際問題としてはＩＭＦと協調しかなか

った。けれども、そのことでＡＭＦができなかった

のではありません。アメリカと中国の両方が反対し

たからできなかったわけです。東アジアということ

がそれなりに意味を持っているのは、例えばＡＳＥ

ＡＮプラス３というものが現にできたということも

あるように、全く意味がないわけではないのですが、

そういうことは私にとってはそれほど重要なことで

はありません。 

 それと同じように、北東アジアと東アジアの違い

というものが意味があるかないかということですが、

北東アジアは均衡の世界で、東南アジアは相互依存

の世界だという特徴付けはおっしゃるとおりだと思

います。けれども、こういう概念の操作は、常に何

を問題に立てて、その問題との関係でその概念が有

用かどうかという話で、私のように最初から東アジ

アの地域秩序のことを考えているときには、分ける

ということはあまり意味がありません。ですから、

正直言って余りそういうことは考えておりません。 

 それから、アメリカ化の問題ですが、こういうア

メリカのようなグローバルな力が働くときには、そ

れに対して、ローカルな力やリージョナルな力が常

に反発として働くのはごく当たり前のことで、例え



ばナショナリズムというものがその 1つのかたちだ

ろうと思いますし、最近テーマになっているイスラ

ム主義などというものも、私は全く同じだとは言い

ませんが、違う反発の仕方だろうと思います。 

 ただ、それにしても私が申し上げたかったことは、

これから先、なお地域的な経済発展が回復し、過去

50 年間に起こったような中産階級のマスとしての

拡大ということが持続するならば、そのときには、

そういうローカルあるいはリージョナルな反発の力

は常にありますが、そのグローバルな力に対して強

力な阻止の力にはなりません。 

 むしろ一番大きい

問題は、これはまた

アメリカがつくり上

げている現在の秩序

の根幹に何があるか

ということとも関係

があるのですが、私

は、実は過去 60 年

間のアメリカの秩序

というものをつくり

上げた基本のところ

には、やはり非常に

ダイナミックな資本

主義の力があり、そ

れがアメリカ及びその同盟地域において、その人々

の生活を向上させていき、そこで中産階級が成立し

ていった。そういうダイナミズムがあると思ってい

ます。 

 それが働くかどうかという方が重要な問題であり、

単に反米的な力があるとか、そういうことそのもの

はもちろん常にあり、私もその点では村田さんと全

く同感で、例えば私は「日本主義」と呼んで 

いるのですが、日本の中の感情的な反発は政治的に

危険だけれども、知的には全く意味のないものだと

思っています。そういうもの自身よりは、むしろそ

れを引き起こすような問題の方を考える必要がある

だろうと思います。 

 最後に、ＡＳＥＡＮの政治的まとまりですが、Ａ

ＳＥＡＮウェイというものは、私はもうほとんど意

味がなくなってきていると思います。何人かの方の

お話にも出てきましたが、実は規範というものは共

有するのではなく、何となく共有し始めるものなの

です。確かに、例えばＩＭＦやワールドバンクが経

済危機以降、例えばトランスペアレンシー

（transparency）などということをいって、いろい

ろな反発があるのです。 

 実際、東南アジアのコーポレート・ガバナンスな

どを見ますと、そこのところでは、アメリカ流のコ

ーポレート・ガバナンスのシステムはいまだにほと

んど受け入れられていないのです。けれども、では

アングロサクソンが 300年にわたる世界支配の中で

広げてきた規範とい

うものは全く拒否さ

れているかというと、

そんなことはないわ

けです。やはり自由

や民主主義、人権な

ど、つい 10 年前に

は非常に反発をされ

ていたものが、今で

はそれなりにもう受

け入れられているよ

うなことは幾らでも

あり、そういう中で、

規範の浸透というの

は時間はかかりますが、やはり浸透してきているの

ではないかと思います。 

 私の話は２～３年の話ではありません。少なくと

も 20～30 年ぐらいのスパンで常にものを考えたい

と思っていますので、そういうところで見ますと、

東アジアにおいても、今の関係はもちろん利益を巡

る関係ですが、同時に規範の共有ということが、少

なくとも中産階級の中では浸透してきている。やが

て、それを基盤にして体制の変更が起こり、あるい

は変化が起こり、そして共通の政治的意志のような

ものも生まれるかもしれない。もちろん生まれない

かもしれない。けれども、私はそういうものとして、

東アジアの未来はかなりオープンなものとして考え

ているということです。 

 

（朴） どうもありがとうございました。時間の関



係もありますので、次の質問者に移りたいと思いま

すが、南基正先生の発表に対して、金子さんからの

質問をお願いします。 

 

（金子） 金子と申します。財政学を専門としてお

ります。本日、先生から朝鮮半島の平和構築におい

て日本の役割が大きいということを、日米関係、米

朝関係の中からご説明していただき、日本人として

も興味深いものでした。 

 ２点ほどお尋ねしたいのですが、まず１点目とし

て、より詳しく、日本の役割とはどういったものな

のかということをお尋ねしたいと思います。日朝関

係というのは、アメリカや韓国、ロシア、中国など、

多数国家の中で決まってくると思うのですが、そう

いう国際政治の状況の中で、日本が従来の日米安保

体制の枠組みの中で、調整者としての役割を果たし

ていくのか、それとも集団的自衛権の行使を含めた

独自の役割を果たすべきかといったことを、まずお

伺いしたいと思います。それぞれの役割の果たし方

によって、国際政治のアクターがどのような影響を

与えていくのかということ、要するに日本の役割を

果たすことがだれにとってどのような利益になるの

かということを、１点目としてお伺いしたいと思い

ます。 

 ２点目ですが、本日のお話の中では、日米、それ

から日朝の関係の中で論じられましたが、朝鮮半島

の平和構築において最も重要な当事者である韓国の

アクターとしての動きはどのように考えればよいの

かということをお尋ねしたいと思います。今、政権

交代の時期ですが、韓国がそういう国際政治、とり

わけ日朝関係の中で、どのような役割を果たしてい

くべきか、また日本と韓国がどのように協力してい

くのかといったことをお尋ねしたいと思います。 

 

（南） 議論したいことはたくさんあります。１つ

は、日本の役割が大きいと言いましたけれども、「大

きい」のではなく「ある」という話です。日本の役

割が「大きい」といわれると何をしたらいいのかと

パニックになりますので、「ある」ということです。

それと誤解しないでほしいのは、日本がもうすべて

をやるとか、安全保障の面でもたくさんやることが

あるという話ではなく、役割分担をすることによっ

て、例えば、日本が経済的な支援をやっていくとい

うことがあれば、結局はそれが安全保障の面につな

がっていくのだという話です。 

 その経済的な役割をどれぐらいに評価するのかと

いうことですが、やはりこれについては日韓関係に

おける 65 年システムというものを考えてみたいと

思います。日韓基本条約は、それ自体、大変大きな

問題点を持っているということは認めますし、日本

においても韓国においても大変大きな批判があった

ということはあります。しかし、あったというとこ

ろから始めて、途中にも大変いろいろな問題はあり

ましたけれども、20年という時間をかけて、ようや

く 80 年代の中盤あたりから韓国の情勢が安定して

きた。先程、「東アジア」という言葉が 80年代中盤

に出てきたという話もありましたが、それは韓国の

経済発展や中国の経済発展などがあって、初めてそ

うなったと考えられます。そこには、日本の 1つの

大きな役割があったと私は考えます。日本が役割を

果たすことにおいて、日本が一方的に与えるだけだ

ったのかということを考えますと、そうでもなく、

日韓の「黒い癒着」などともいわれますが、韓国と

いう存在がなければ、日本の高度成長もそれほど急

激に、またそれほど長く続いたのかということも考

える必要があると思います。 

 同じように、北朝鮮に対するプロジェクトなりを

つくってやっていくということは、ある意味では日

本でも大変重要な意味を持ちます。小泉総理がいろ

いろな反発を予想しながらも、最初にそういったも

のを決断したという背景には、そのような財界の要

求もあるのではないかと私は読んでいます。今、大

変落ち込んでいる日本経済にもう一度活気を持たせ

るような契機にもなりうると考えたのではないか。

両方が得をする方法として、そういうこともありえ

るのではないかと私は考えています。 

 韓国は 20 年ほどかかったと先程言いましたが、

ある意味では、北朝鮮は 65 年当時の韓国よりはも

う少しインフラがあると私は考えていますので、10

年ぐらいで、そのような基盤をつくっていけるので

はないかと考えます。 

 そして、その間、経済的な支援が安保のてこにな



りうるということです。ですから、北朝鮮がこの東

アジアにおいて脅威的なものに転じようとするとき

には、日本のそういう経済的な支援がてこになりえ

て、それを引くことも可能になってくるのです。 

 韓国が安全保障の面で大変ナショナリスティック

に動いていた時、核を持とうとした時もありました

が、日本の経済的な支援に対して、またそうした外

国に対して、オープンにしなければいけないという

ことがありましたので、その意味で日本の資本は韓

国の中のジレンマをつくり上げたということがいえ

ます。同じく北朝鮮にもそういったものをつくり上

げることができると思います。マネーで外交すると

いう意味ではなく、経済的な支援が安全保障にも大

変重要な意味を持つということです。 

 なおかつ、北朝鮮がいわゆる瀬戸際外交を展開す

るのは、やはり経済的に大変苦しい状況になってい

て、カードがないということです。ですから、カー

ドを持たせるということも、北朝鮮がそういった瀬

戸際外交にいかないような環境をつくっていくとい

う意味で、1 つの意味を持つのではないかと私は考

えます。 

 ２つ目の話に移りますが、では韓国はどういうこ

とをすればよいのかということです。少し過激な話

をすれば、韓国は自分の役割を最小化するようなこ

とにも考えを及ぼす必要があるということです。94

年の危機の時は、カーターが訪朝し、米朝枠組み合

意が出来上がりましたが、これを維持していくのに、

又はそれまで持っていくのに大変大きな障害になっ

たものが、実は当時の金泳三政権だったのです。

「我々がやるのだ」「この民族の問題は民族で解決す

るのだ」という意志があったということです。今、

ナショナリズムというものが大変問題になりますけ

れども、朝鮮半島においては、ナショナリズムだけ

で問題が解決するような状況ではなくなっている。

日米間の協調が必要ですし、ロシア、中国を含めて、

この地域を全体として、すべての国が 1つの同等な

アクターとして参加しうるような場所をつくり、そ

こで初めて北と南がオープンに渡り合えるという状

況になっていくということを考え、突出しないで、

我慢しながら、控えめにやっていくというマインド

も必要ではないかと考えます。 

 新政権は、イニシアチブを握りたいという話を盛

んにしますが、これは 90 年代の中盤のそういった

話でのイニシアチブではなく、平和への対話という

方向に持っていくところでイニシアチブを発揮した

いのだというぐらいの意味の話で、この問題解決を

韓国がやりたいのだという話ではないと思います。

アメリカや日本に多くのことを渡しており、むしろ

こういった状況を日本側は理解してほしいというこ

とです。 

 

（朴） どうもありがとうございました。南先生の

お話は、朝鮮半島の平和のために日本に残されてい

る役割は、大きいことではなく、ただあるだけであ

り、経済的な役割に限られているというお話です。

日本人にとっては少し寂しく聞こえたかもしれませ

ん（笑）。反面、韓国の役割というものは、できるだ

け最小化する必要があると。これも韓国人にとって

は少し寂しい話かもしれませんが、そうすると、残

っている役割、政治的な役割、軍事的な役割はだれ

が果たすべきかという面から見ると、やはり白石先

生のお話にも通じる面があるのではないかと私は感

じました。 

 それでは、政治生命がかかっている議論になる可

能性がありますが、李恩民先生に対しての質問者、

和愛軍さん、よろしくお願いします。 

 

（和） 東京大学大学院農学生命科学研究科の博士

課程の和愛軍と申します。「平和」の「和」、「愛情」

の「愛」、「軍事」の「軍」と書きますが、あくまで

も平和を愛するための正義の軍というわけです（笑）。

私は森や環境の専門ですから、直接この安全保障な

どにはかかわっていないのですが、やはり安全保障

なしに安定した環境保全や地球環境は多分ないと思

いますし、地球環境の調和がないと、真の安全や健

康、生活基盤も多分成り立たないだろうと思い、全

く素人の質問をさせていただきます。 

 台湾の問題はかなり難しいと思いますし、これか

らもどうなっていくかということは、私もたまに意

識してみたりするのですが、今日はいろいろと勉強

というか復習させてもらいました。 

まず、普通、学術用語として、中国と台湾問題の



問題を議論するときには「大陸と台湾」と使うのか、

それとも「中国と台湾」というのか、確認していた

だきたいと思います。 

 次に、先生がおっしゃっていた、政治生命をかけ

てこういう発表をということですが、先生は博士号

も２つ取っておられて、いろいろ研究なさっている

はずですから、研究のプロセスの中で、そういった

自由に発表するというようなことがなかなかできな

いような感じがしたのでしょうか。もしそうしたこ

とがあるならば、研究成果をどうやって発表してい

くのか、あるいは影響し合えるのか、お聞きしたい

と思います。 

 次に、台湾問題は「三通」など、今、緩和的なこ

とが見えてきたとはいえ、やはり悲観的な見方も結

構あるようで、先生ご自身はこれからの台湾問題、

平和解決に向けて悲観的ですか、それとも楽観的で

しょうか。 

 更に、江沢民時代は終わると言っても、今はまだ

軍事権力も握っていますし、３月の全人代でどうな

るかもよく分かりませんが、江沢民時代の台湾戦略

が胡錦濤になるとどこが違ってくるか、先生の立場

から見ると何か予測できそうなことはありませんか。 

 次は、先生がおっしゃった「以商囲政」というか、

経済一体化ということです。中国大陸と台湾の経済

協力、経済改革もずいぶん前からいろいろやってき

ているわけで、経済の面では多分既に一体化してい

るようなところも結構あると思います。しかし、た

まには、共産党カンパニーに賄賂等で腐敗させたと

いう面も指摘されることもありますが、この点につ

いてはどう思われますか。 

 そして、先生のご発表の中でも、台湾は大陸の人

には内心魅力的な存在とおっしゃいましたが、台湾

で生まれ育った若い人たちは、大陸に対する意志が

昔の軍人などとかなり違うところがあるのではない

かと思われます。時間がたつとますますこういう台

湾の平和統一問題がかなり難しくなっていくでしょ

うか、それとも民主主義の発展で、逆に解決しやす

くなるのでしょうか。 

 また、あくまでも国内問題とはいえ、中国は、台

湾問題は外国の干渉は認めないとか、許せないなど

といつも言明しているけれども、やはり日本やアメ

リカなどの国際的な世論もかかわってきますから、

単独で台湾問題を解決していくことが可能かどうか

ということがあります。 

 最後になりますが、先生のお話の中で２つの提案

がありましたが、新しい共産党が信頼を取り戻すた

めの具体的なシナリオがあるのでしょうか。例えば

先生のお話の中で、台湾経験と民主主義を大陸で発

展させるというようなことも提案されているようで

すが、例えば大陸も資本主義にするという意味合い

もあるだろうと思いました。それは具体的な可能性

としてはあるのでしょうか。しかも、中国の場合は、

もし大陸全部が資本主義になってしまうと、13億人

の人口のかかっている大きな国ですから、環境は大

丈夫でしょうか。それで台湾問題も解決でき、持続

可能な発展も可能になるのでしょうか。 

 

（李） 素人からの質問は一番よいと思っています。

まず、今日の発表の用語について、本来なら「中国

大陸と台湾」というような言葉を使います。ただし、

今日は「中国側」「台湾側」というような言葉を使い

ました。これは、政治的に言えば、明らかに中国政

府の政治理念に違背しています。これは、「一中一台」

になりますので、政治的には通用しません。なぜこ

こでこのように使ったのかと言いますと、日本語の

文章の中では地理的な概念として普通このように使

っているからです。あくまでも今日の発表は理解し

やすいための用語であって、政治的な用語ではない

ということをまず表明させていただきます。 

 台湾問題は、非常に敏感な問題です。特に大陸出

身の学者は、幾ら自分の考え方、新しいアイデアを

持っても、勝手に発表することができるかどうかと

いうような質問ですが、まず場所によって違います

（笑）。また、発表の方式にもよります。 

 まず、大陸においては、口で何を言っても現在は

問題ありません。友達の間でこういう台湾問題に対

して、例えば武力行使はしてはいけないとか、その

ようなことを言うことは全然問題ありません。ただ

し、活字にはできません。発表してくれる新聞や雑

誌はまずないです。また、影響力のある国際的な学

会の中で研究者がこのような発言をしたいときには、

慎重にしなければなりません。 



 もう１つ、海外にいる場合はどうなっているか。

一応民主主義の国なら誰でも自由に研究発表ができ

ます。では、責任は何か。恐らく我々は普通の庶民

であり、政治家ではないので、個人の意見として出

してもかまわないかと思っています。今日の発表に

関して、私も慎重に考えていました。そして余り刺

激的な言葉を使わないで発表しました。それにして

も、その中で、台湾問題について中国政府の現在の

政策と一致しないところがかなりあります。 

 それは中国の外交政策などに対して、中国の学者

たちはずいぶん自由に意見を述べるようになったか

らです。例えば、去年の 10 月、私は上海国際問題

研究所の招待で研究発表をしました。「相互依存の中

の中日米関係」という国際シンポジウムですが、そ

のシンポジウムが終わり、海外、特にアメリカと日

本に住んでいる華人学者たちがホテルに集まり、中

国外交部に対して中国の対日本政策についての若干

の提案をつくり、直接外交部の方に手渡しました。

その中で、例えば歴史問題については、歴史問題を

学者に任せ、政治的な問題、現行の外交問題になら

ないようにというような提案も出しています。です

から、敏感な問題に対しても学者が意見を述べるこ

とができるようにはなっています。 

 台湾海峡両岸は現在正月中ですが、この正月前後、

中国大陸と台湾の間にいわゆる飛行機のチャーター

便の直行ができるようになりました。これはまだ制

限されています。実は、私は準直航と言いたいです。

なぜなら、台北、高雄からの飛行機が離陸して直接

上海へ行くのではなく、香港・マカオにいったん着

陸し、そしてまた飛んで上海に行きます。お客さん

は乗り換えをしないのですが、飛行機としては１回

香港・マカオで離着陸します。ですから、準直航で

すね。これにしても、台湾側の政策はかなり緩和さ

れたという認識は持たなければなりません。もし台

湾側が今までどおりに準直航でも許されなければ、

今も実現できていないだろうと思います。 

 では、両岸関係に対して楽観的か悲観的かという

ことにも関連しまして、胡錦濤時代の政策は江沢民

時代とどのような違いがあるのか。この予測はかな

り難しいですが、一応、今年の３月に胡錦濤政権は

正式に誕生します。中国ではもちろん「胡錦濤政権」

という言葉は余り使わず、「胡錦濤総書記を中心とす

るリーダーグループ」というような言葉を使ってい

ますが、私の考えでは、少なくとも彼が武力行使と

いうようなことを公で言うことはなくなります。 

 なぜかと言いますと、これは世界の世論であり、

中国国内でもこのような世論が既に出ています。少

なくとも、中国人同士は戦わない。内戦は五十何年

前にあったのですが、中国人は皆、その辛酸をなめ

ました。ですから、このようなことはないようにと。

しかも、中国側の国策としては経済建設最優先です。

戦争が起こったら、海峡両岸のどちらの中国人にと

っても利益にならない。このような認識は、恐らく

海峡両岸の中国人の共通の認識ではないかと思って

います。 

 中国が資本主義になるかどうかのような問題は、

時間の関係で、後でお話をさせていただきたいと思

います。 

 

（朴） どうもありがとうございました。今質問さ

れた和さんはご専攻が農学なのですが、考えてみれ

ば、安全保障や平和の問題は、ただ国際関係を専攻

としている者だけのテーマではありません。今日の

ご発表者は、偶然の一致か全部国際関係あるいは社

会科学専攻者なのですが、実際に農学や環境、エネ

ルギー問題などは、平和の実際的な問題と密接にか

かわっています。これから、もし第２回の平和研究

チームの発表会があれば、国際関係研究者のみなら

ず、ほかの専門の方からのご発表やご意見なども積

極的に受け入れるべきだと私は思っています。 

 次の質問に移りたいと思いますが、ブッシュ政権

の東アジア戦略に対してのご質問、韓国側からの李

明賛さんです。よろしくお願いします。 

 

（李明賛） 韓国から 94 年に日本に来て、今、慶

應大学で博士課程をやっています。専門は、日本の

戦後の外交と安全保障に関してですが、今日の村田

晃嗣先生の非常に迫力ある講演を興味深く聞きまし

た。 

 その中で、３つほど質問するのですが、１番目は、

アメリカの力が強過ぎるという部分に対して、世界

中の国が全部そう思っているのですが、日本の場合



はほかの国とは少し違うのではないかと感じ、問題

提起します。 

 例えば、湾岸戦争が終わる時、アメリカが世界の

ＧＤＰの 25％だったと思うのですが、今は 30％ぐ

らいに上がりました。湾岸戦争時、日本のＧＤＰは

大体世界の 15％。その時のアメリカの外交行動と日

本の行動を考えてみれば、今の日本の外交問題は、

湾岸戦争がターニングポイントになって、ずっと今

まで続いていると思うのです。それを考えてみると、

アメリカは 25％しか持っていないのにもかかわら

ず、大体 60％ぐらいの外交力を発揮していたのでは

ないかと思うのです。そのとき日本はどうだったか

というと、15％にもかかわらず、１％くらいの役割

があったかなと思うのです。 

 では、それはなぜだろうという疑問が出ます。そ

れを考えて、今の日本の安全保障や、それを巡って

いろいろ起こっている論争を見れば、やはり日本は

集団的自衛権行使ができないから限界があるのでは

ないかという話に大体帰着します。日本の外交とし

て今までずっと平和国家といっていたけれど、もし

かして日本は変わろうと思っているのではないかと

いうことが最初の問題です。 

 それで、変わろうと思ったときに、日米同盟関係

に帰着するのですが、例えばアーミテージさんがレ

ポートの中で、今までは Burden Sharingだったの

ですが、これからは Power Sharingをやりましょう

と言ったのです。それを読んだときの感想は、湾岸

戦争の時点当たり、冷戦が終わる時は、アメリカが

日本を脅威だなどといってジャパンバッシングなど

があったのですが、この時点で、日本はもう脅威で

はないという認識でアメリカが 100％自信を持った

と思ったのです。その場合、日本は脅威としての相

手というよりは、これからは 40 か国の同盟国のパ

ートナーの 1つとしてしか考えていないのではない

かという感じがします。それは日本の立場から見れ

ば、非常に寂しい話になるかもしれません。今、国

会の中でもいろいろ論争がありますが、結局は、日

本はこの集団的自衛権行使を実際的にやっているの

であり、そうであれば、日本の国家路線に対する論

争がもう大体解決できたのではないかということを

お聞きしたいと思います。 

そして先程、ブッシュ政権の中でも路線の論争は

あるとということでしたが、アメリカも民主主義国

家ですから、当然だと思います。ブッシュの場合は

非常に強いパワー・ポリティクスをやる政権、クリ

ントンの民主党のようなものは少し柔らかい外交で、

パワー・ポリティクスに依存するよりはほかの手段

に依存するという立場です。日本の国内を見れば、

ブッシュ政権に応えましょうと言っている勢力もあ

るし、クリントン民主党の経済中心的な路線のよう

に、パワー・ポリティクスに依存するよりは経済力

などいろいろなことをやりましょうという勢力もあ

ると思うのです。その場合、韓国人はどう思うかと

いうと、大体外交をよく知らない人たちの感想です

が、日本は今、北朝鮮やいろいろな危機を利用して、

一気に戦前のようなものに戻るのではないかという

危機意識があります。もちろん日本のことをよく知

っている人たちは、そんなことは考えていません。

それをどうお考えでしょうか。 

 そして、もしかして集団的自衛権行使ができたと

した場合、今、日本では国連の枠内でやるのだとい

う意見が結構強いのです。周辺事態というのは台湾

や北朝鮮の問題です。台湾側の問題は、中国が国連

で反対した場合は、国連の決議の下で行動するのは

100％無理です。そして、北朝鮮の場合は、中国が

どう反応するかは分からない。その場合、はたして

集団的自衛権行使をしても、実際の問題としてどの

ような影響力があるかということです。 

 

（村田） 主として集団的自衛権についてのご質問

であったと思いますが、日本外交のパフォーマンス

がよくないということは事実です。しかし私は、そ

れは集団的自衛権うんぬんの問題よりも、我が国の

外交表現力の問題が非常に大きいのではないかと思

うのです。 

 ご承知のとおり、東京大学の田中明彦先生が「ワ

ード・ポリティクス」ということを盛んに言ってお

られますが、パワー・ポリティクスからマネー・ポ

リティクスになり、いまやワード・ポリティクス、

他国を説得する力が国際政治に非常に大きな意味を

持っている。そういう普遍的な表現力を日本外交が

欠いてきたということ、実は経済力に見合った軍事



力を持ってこなかったということよりも、経済力に

見合った表現力を持ってこなかったということの方

が、戦後日本外交にとって実は根本的な問題であっ

たろうと思います。 

 集団的自衛権ですが、これは何をもって集団的自

衛権というかによって議論が異なりますけれども、

そもそも集団的自衛権を広く定義するならば、我が

国が米軍に基地を提供していることは集団的自衛権

の行使なのです。ということは、すでに我が国は 50

数年にわたって集団的自衛権は行使しているわけで

す。したがって、何を集団的自衛権と呼ぶのかとい

うことによって、議論は多分に変わってきます。 

 先程お話があったように、インド洋に海上自衛隊

を出したことで、既に集団的自衛権の行使だという

議論も可能ですし、それはかなりの程度、定義によ

ります。しかし、私は理屈の上で、我が国が集団的

自衛権が行使できない、つまり国際法上は保有はし

ているけれども、憲法上行使できないという現在の

内閣法制局の所見には反対です。保有しているもの

は理屈の上で行使で

きると考えています。

ただし、行使できる

ということと、どの

ように行使するのか

は別の話であり、我

が国が集団的自衛権

をどのように行使す

るかは憲法上の問題

であって、政策判断

の問題であると思い

ます。 

 しかし、集団的自

衛権で一番根深い問題は、政府は行使できないとい

っているのに、事実上なし崩し的に行使しているよ

うに、日本国民の間でも、諸外国の間でも思われる

ということが、憲法の正当性、政府見解の正当性と

いうものをむしばんで、長期的に日米同盟に対する

広いパブリック・サポートが獲得できない 1つの理

由であるということで、私はそのことが実は一番深

刻であろうと思うのです。ですから、我が国が集団

的自衛権を行使できると政府解釈が変わったからと

いって、突然我が国が軍事国家になるというわけで

は全くないと私は思います。 

 それから、アメリカにとって我が国は 40 ある同

盟国の 1つであると、それは私自身先程引用で申し

上げましたし、アーミテージレポートに見られるよ

うに、アメリカ側が「Power Sharing」といってく

るというのは、日本をもはや脅威と見ていないので

はないかというご指摘ですが、端的に言って、アメ

リカとシンメトリカル（対称）な同盟国など、この

世の中には存在しません。イギリスはアメリカと対

等か。全く違います。韓国はアメリカと対等か。全

く違います。オーストラリアはアメリカと対等か。

全く違います。したがって、アメリカとの関係で対

等性や対称性を求めると、ディスアポイントメント

しか待っていないのです。基本的に、非対称な関係

であるということを前提に、我々は出発をせざるを

えません。ただ、非対称であるということが不平等

であるとは私は思っていません。 

 それから、アメリカだと、クリントンからブッシ

ュのように政権が変

わり、今度は日本重

視になると、そうい

う外交政策の変化が

ある。日本外交にも

そういう変化が起こ

りうるかというご質

問ですが、確かにク

リントン政権からブ

ッシュ政権になって

外交政策が変わった

ということはいえま

すが、なぜアメリカ

で政権交代が可能かという 1つの大きな理由は、政

権が交代しても政策が大きくぶれないからです。で

すから政権交代が可能なのです。 

 安全保障の根本にかかわる問題で、例えば民主党

が集団的自衛権の行使を否定している政党で、共和

党はそれを指示しているとか、そういう違いは全く

ないわけです。ですから、同盟重視であるとか、マ

ルチラテラルなフレームワークを重視するというよ

うなレトリカルな部分ではもちろん違いますし、そ



ういうレトリカルな違いが意味を持つことはありま

すが、例えば日米同盟に関して、基本的な認識が共

和党と民主党で大きく異なるかというと、私はそう

ではないと思うのです。 

 それに対して、日本外交の場合は、長らく政府が

取ってきた外交防衛政策に対する原理的な反対勢力

というものが国内にいて、そのことが、自民党以外

の既存の政権以外に政権が変わったときに、日本の

外交が大きく変わるのではないかという 1つの不安

要因であったと思うのですが、実はもうその可能性

はなくなって、最大野党の民主党と自民党との安全

保障政策にはそれほど大きな違いはないように思い

ます。むしろ、そういう政党間の政策の違いよりも

世代的なものの方が大きく、若い世代の方がはるか

にプロアクティブではないかと思うのです。 

 しかし、一国の外交政策というのは、もちろん国

内の政権や政党によってだけ規定されるわけではな

く、国際環境や政治文化など、いろいろなものに規

定されますから、したがって、おっしゃるように、

アマチュアリスティックにはそのように思われるか

もしれませんが、我が国の安全保障政策が何かドラ

スティックに変わるという見通しは、日米安全保障

関係が維持され、基本的な枠組みが変わらない限り、

私にはそれほど大きな可能性であるとはとても思え

ないということです。 

 

（朴） どうもありがとうございました。時間が 20

分ぐらい残っていますが、フロアの皆様からのご質

問の時間に回したいと思います。多分諸先生方から

の発表に対して、いろいろ質疑したいと思う方が多

いと思いますが、一応手を挙げて質疑してください。 

 

（Shaiykov） 私は、旧ソ連の一部を成していた国

の出身です。今、財務省で仕事をしていますが、非

常に官僚的な政治に密接に関係しています。 

 今のアメリカは覇権主義的であるかどうかという

ことですが、特にニューヨークでの攻撃の後にいろ

いろな議論がなされています。特に、アジアでは３

つの主要な国が台頭していると、私たちの国の中で

は考えています。中国、インド、そしてロシアが 1

つのブロックとして出ていると思います。もう１つ

がアメリカと伝統的な同盟国ということですが、非

常に強力なプレゼンスが中央アジアにあるというこ

とは否定しません。特に軍事的なプレゼンスがアメ

リカから長期的に行使されていると思いますが、こ

れを中央アジアで長く維持することはできないと思

います。この３つの台頭している国の軍事力、そし

て核に対するアメリカということがあると思うので

すが、これについてどのようにお考えになっている

でしょうか。 

 ２つ目にお聞きしたいのは、アメリカは今、

hegemony（覇権主義）であるかどうかということ

です。 

 

（村田） ありがとうございます。まず２番目の質

問の方、アメリカは hegemonyか否かということで

すが、多分に何をもって hegemonyというかという

定義によろうかと思います。普通、国際政治学で「ヘ

ジェモン（hegemon）」というのは、単に大国であ

るというだけではなく、そのときどきの国際秩序

（International Order）を支える責任と能力を持っ

た国のことを「ヘジェモン」というのであり、ただ

単にドミナント・パワーのことをいうわけではあり

ません。 

 したがって、その点で、例えば確かに中国が急速

に台頭していますが、一部の人たちが中国に対して

持つ危ぐは、中国が大国になったときに、国際秩序

を維持する責任と能力と公正さを持っているかとい

う点に対して、中国に対する疑義があるということ

だと思うのです。 

 アメリカがユニラテラル（unilateral）かどうか

ということも、何をもって単独主義というかにより

ますが、もちろんあれほど大きな国ですから、単独

行動は取れるし、取ろうと思うことがしばしばある

ことも間違いない。しかしながら、私はかなりプロ

アメリカンかもしれませんが、アメリカは相当程度

自制した大国だと思います。self-restrained なスー

パーパワーだという感じがします。ですから、多国

間の枠組みを使える分には使おうとしている。何で

もかんでもユニラテラルだというわけではない。 

 それから、アメリカがユニラテラルかどうかとい

う質問が発せられるときには、しばしば所与のこと



として、ユニラテラルは悪いことだという認識があ

るような気がするのですが、私は、ユニラテラルは

必ずしも所与のこととして悪いとはいえないと思う

のです。よいユニラテラルも悪いユニラテラルもあ

りますし、マルチラテラルであったら物事はよいと

は限らないのであり、悪いマルチラテラルも存在す

るということです。 

 ですから、必ずしもユニラテラルが悪いことだと

は私は思いません。それは正に状況によるというこ

とと、アメリカがユニラテラル・パワーかどうかと

いうことは、簡単にキャラクタライズできないとい

うことです。 

 ただ、やはり私はアメリカびいきかもしれません

が、１つだけそれに関して付け加えて申し上げるな

らば、例えば今の日本は経済的に非常に苦しいです

が、もし今の日本が世界の軍事費の 40％を占め、世

界のＧＮＰの 30％を占め、世界中の８割で日本語が

流通するという、今のアメリカほど超絶した力を持

っていたら、日本はユニラテラルにならないだろう

か。私は多分なると思うのです。もし中国が、世界

の軍事費の 40％を占め、世界のＧＮＰの３分の１を

占め、世界の８割で中国語が流通したときに、中国

は今のアメリカよりユニラテラルでないだろうかと。

私はやはり、中国はもっとユニラテラルになるので

はないかと思うのです。 

 すると、自分が大きな力を持ったときに自制が利

かないかもしれないことについて、人に自制を求め

るということは、あまりフェアな精神の態度ではな

いのではないかという気が若干します。 

 それから、中国、インド、ロシアという３つのエ

マージング・パワーに対して、アメリカがセントラ

ル・アジアにミリタリー・プレゼンスを続けられる

かというご質問ですが、まず前提として、ロシアは

エマージング・パワーなのでしょうか。私は非常に

それは疑問であり、むしろリクライニング・パワー

かもしれないと思っています。中国とインドがエマ

ージングであるということは同意しますが、ロシア

は、少なくとも中期的には中国やインドと同じよう

なエマージング・パワーとはとらえられないのでは

ないかという感じがします。 

 もちろん中央アジアにアメリカがどの程度ミリタ

リー・プレゼンスを展開できるかというのは、予算

の問題や必要性の問題によって大きく左右されます

から、それはテクニカルな問題で、私は今お答えを

どうこうということはできませんが、これも長期的

に軍事技術革命というものが非常に進めば、非常に

大きなファシリティを持っていなくても、アクセス

ポイントのようなものを持っていれば、いつでも緊

急に展開できるというような体制になるかもしれな

い。とすれば、何千平方メートルというところを柵

で囲って、米軍基地というように持っていて、そこ

に常に何百人かのアメリカ軍がいるという必要は、

将来的にはなくなるかもしれない。しかし、軍事的

には同じぐらいの効果が維持できるということにな

るかもしれないということです。 

 

（朴） どうもありがとうございました。次は、女

性の方に順番を回したいと思います。 

 

（Arvelyna） インドネシア出身の者です。私の専

門は政治学ではありませんが、イラクに関心があり、

このフォーラムに来ました。 

 白石先生と村田先生に対してなのですが、イラク

のケースはグローバルなテロに対する戦いであると。

しかし、私はそれほど単純ではないと思っています。

今週の「ニューズウィーク」を読んでみると、この

イラクの件に関しては、石油、そして経済的な理由

があるのではないかということが書かれています。

そういうことで先生方のご意見をお聞かせいただき

たいと思います。 

 白石先生はアメリカが帝国主義ということをおっ

しゃいましたが、日本が新たな帝国主義国家になる

ということはあるでしょうか。また、日本が日本独

自の意見を持って、平和的な枠組みを構築すること

ができるでしょうか。 

 

（白石） イラクのことを申し上げますと、テロに

対する戦争でもありますけれども、やはり 1990 年

以来、ずっとイラクが中東の地域秩序にとって脅威

だったということがあります。それに対して、イラ

クの体制を変えるための政治的なコストが、９・11

事件以降低くなったので、今、処理してしまおうと



いうのが基本的なアメリカ政府の考え方です。 

 その後、戦後処理のところでどうするかというと、

アフガニスタンというのは、非常に貧しく、政府も

事実上崩壊していて、戦後秩序をつくるのが難しい

のですが、イラクの場合には石油があるし、政府の

機構はきちんと動いているのです。ですから、パー

ジをして、それでアメリカ政府と同じような言語を

共有する人たちが政権を掌握すれば、イラクを中心

にして、中東秩序の再編ができるのではないだろう

かとアメリカ政府は考えている。ですから、広い意

味ではテロに対する戦争ですが、必ずしもそれだけ

ではなく、中東において安定した地域秩序をつくる

ということがアメリカの目的だろうと私は思います。 

 そ れ か ら 、 日 本 が イ ン ペ リ ア リ ズ ム

（imperialism）になるかという点ですが、日本は

今までに２度、東アジアにおいて大きなエンゲージ

メントをやったわけです。1930 年代～1940 年代に

はアメリカとイギリスを排除して、日本が盟主にな

って秩序をつくろうとし、ものの見事に戦争に負け、

それでああいうことはしないという歴史的なレッス

ンを学んだのです。 

 それから、1980 年代～1990 年代に、今度は経済

協力と直接投資による雁行型の経済発展というかた

ちで、日本が経済的なリーダーとして、アメリカの

帝国的な秩序の下でこの地域に地域的な秩序をつく

ろうとした。日本の経済的な停滞と、97～98年の経

済危機と中国の台頭によって、これもどうもうまく

いかないということがはっきりし始めた。それで、

どうするかというのが今の問題です。 

 私は日本が帝国になるというオプションはもうな

いし、そんなことは日本人はだれも希望していない

と思います。では、今から日本はどのようにすれば

よいのかということは、これは一番大きい問題です。

日本というのは、これだけ経済的に停滞していても、

やはり豊かな国です。そういう豊かさを共有できる

ような国にしていく。ということは、もっと具体的

に言いますと、例えば人の移動です。やはり有能な

人はどんどん日本に来てもらい、できたら日本人に

なってもらう（笑）。そのような日本をつくるという

ことが、実は私にとっては新しい課題かなと思って

います。 

 

（村田） イラクについては、今、白石先生がおっ

しゃったことに私も全く同感です。若干付け加えさ

せていただくと、石油ファクターというのは、もち

ろんないわけではないと思いますが、何か国際政治

で１つのファクターだけを強調すると、しばしばコ

ンスピラシー・セオリーになってしまい、それは危

険なことだと思うのです。 

 アメリカの中東の石油への依存度というのは、た

ぶん 14％ぐらいであり、もちろんそのためだけに戦

争をやらなければならないほど大事な問題ではあり

ません。ただ、石油に関して、イラクが非常に中東

でドミナントなパワーになり、中東の石油全体に対

してイラクがかなりの程度影響力を持てるようにな

るとすれば、これはアメリカにとってもナショナ

ル・インタレストの観点から非常に深刻な問題だと

思います。 

 それから大量破壊兵器（weapons of mass 

destruction）の拡散について、アメリカが非常にナ

ーバスでセンシティブになっていることは間違いな

いし、このことについては、むしろ日本人は鈍感過

ぎるぐらいであろうと思います。 

 朝日新聞の船橋洋一氏がどこかで言っておられま

したが、アメリカという国の 1つの特徴は、未来は

常に自分たちにとって有利である、フューチャーと

いうものは常に自分たちにとって有利に働く、時間

は自分たちの側に利している、味方であるというの

が、アメリカの長い間の歴史の見方だったというこ

とです。ところが、この大量破壊兵器の開発に関し

ては、時間がたてばたつほど、アメリカがログステ

ートとみなす国に有利に働く。彼らが既成事実を積

み重ねてしまう。作らせてしまうと、もう後には戻

れない。つまり、この件では、時間はアメリカに不

利に働いているという認識をアメリカ側は強く持っ

ているのだということを言っておられますが、この

大量破壊兵器に関するアメリカの感受性、関心の高

さということについても、追加的に申し上げたいと

思います。 

 

（朴） 次の方もやはり女性の方で、台湾の出身者

をできるだけ選びたいと思いますが、どうですか。 



 

（張） 台湾出身の留学生で張桂娥と申します。今、

東京学芸大学で児童文学を専攻しています。 

 李先生に、中国の台湾戦略について大変分かりや

すく説明していただき、台湾人としては本当にあり

がたく思っています。そして、台湾のおかれる状況

の厳しさや、自分がどういう不利を被っているかと

いうことを本当にリアルに感じて、私は今も震えが

止まりません。 

 私は、政治学、社会学の分野には本当に明るくあ

りませんが、ごく普通の台湾人として、今、先生の

ご指摘の中で、本当に飲み込めない幾つかの疑問点

を申し上げさせていただき、先生のご意見をお伺い

したいと思います。 

 まず、先生の２つの政治的新思考のことについて

お聞きします。台湾側の民主主義の先進的な経験を

もって、平和統一を通して、中国全体の政治民主化

を促す政治的新思考を持つことは大変よいことだと

思います。そして、台湾の経験を先生に高く買って

いただいたことも、本当に誇りに思っています。た

だし、現実に台湾でそういう民主的な経験をもって

中国と対話を進めようとしても、そういう交渉すら

すごく難航した状態になります。というのは、中国

の指導者が聞いてくださらないのです。ですから、

こういう状況で台湾の民主化は挫折しているのです。

本当に統一された後で、どういう方法で中国の民主

化に役立つことができるのか、先生のご意見を伺い

たいです。 

 私は、中国全体の政治民主化を促す 1つのよい方

法を思いつきました。例えば、今、中国の方がアメ

リカやヨーロッパ、日本にたくさん留学していらっ

しゃると思うのです。それらの留学生の力を集めて、

先生のようにこういうすばらしい意見を述べられる

方を集めて、そういう力を中国の民主化に貢献すれ

ばいかがでしょうか。私は、それが最も早い方法で

はないかと思います。台湾の決起を待つのでは、い

つまでたっても今の状況は打開されないと思います。

いかがお考えでしょうか。 

 ２つ目、中国の「一国二制度」にこだわらず平和

統一の意思を徹底すること。そして、先生は最後に

中国のベストの選択として、人権尊重と政治民主化、

経済自由化の推進などを挙げられました。私は、そ

れは、本当にすばらしいお考えだと思います。ただ

し、最後に１つ、「一国二制度にこだわらず平和統一」

というものを、次のように修正すればいかがでしょ

うか。例えば、台湾問題にこだわらず中国をすばら

しい国にする、台湾の若者の内心魅力的な存在の国

に育てること、台湾を手放すことによって、アジア

の安全保障やアジアの安定した政治に貢献すること

に徹底すればいかがでしょうか。 

 私は本当に今、震えてなりません。私は、自分自

身の政治生命をかけているかもしれませんが（笑）、

でもやはり、中国は、例えば先生たちが活字にする

ことをそれほどおびえず、皆、言いたいことは言え

るような国に育つことができれば、台湾の私自身か

ら一番先に行きますので、本当によろしくお願いい

たします（拍手）。 

 

（李） 大変すばらしい質問ですね。では、ひとつ

ひとつ私なりの理解を示したいと思います。 

 まず第１問ですが、台湾側に対する私の提案につ

いてですね。台湾側は民主主義をもって中国全土の

政治民主化を促すというような考え方、新思考を持

つべきであると。私から見ると、90年代以来、台湾

側は、両岸の平和統一については、大体受け身的な

対応しかできませんでした。実は、もう少し戦後の

歴史を振り返ってみると、50年代から 70年代まで、

蒋介石であれ蒋経国であれ、台湾の政治家は、中国

共産党との政治理念こそ違うのですが、「必ず中国を

統一してやる」、そのような大きな志を持っています。

彼らは当時、台湾の中華民国は必ず中国大陸に帰り

ます、その際、民主主義をもって共産主義を排除す

る、そのような考え方を持っていたのです。ただし、

現在、90年代以来、台湾側はもうそのようなことは

しません。そのような意欲もなくなっています。 

 ご意見は賛成します。中国の平和統一の基礎とは

何か。それは、中国大陸を台湾の人々にとっても魅

力的な国につくり上げることです。隠したてする必

要はないが、現在、中国大陸は台湾の若者にとって

必ずしも魅力的ではないです。これは多分将来の平

和統一の障害になるものでしょう。現在の経済面で

の相互の密接な関係と伝統的な中華文化を用いて、



徐々に両岸の政治に関する相互信頼の欠乏について

雪解けを図ることが我々の急務です。もし、台湾の

民衆、特に若い世代を大陸に向かわせたいのであれ

ば、中国は更なる大きな度合いで、より多くの領域

を世界に開放しなければならないし、また民主主義

を推し進める必要があります。 

では、中国の民主主義はどのように推し進めてい

くのか。言うまでもなく中国の民主化にとって、中

国の軍事力の弱体化は、アジアにとっても世界にと

っても利益になることです。ですから、我々も希望

しています。この中で、もちろん台湾側を通して中

国側の民主化を促すのも１つの方法ですが、ただ、

台湾だけの力では足りません。海外に留学している

方、中国国内の政治家たち、あるいは知識人たちは、

共同の努力で、中国の政治を変えていくような意欲

を持たなければなりません。 

 先程私も紹介しましたが、「中国」という言葉、「中

国共産党」という言葉を言及するときに、あるいは

想像するときに、もう 20 年前、30 年前の中国を想

像してはいけないのです。実は、中国共産党の中で

も、現在徐々に世界の潮流に合わせて大胆な改革を

しています。中国は現在、いまだ共産党を中心とし

た政治体制を取っています。西洋諸国のマスコミに

独裁政権と言われていますが、10 年、20 年前より

は大分民主的になっています。もちろん改善の余地

はまだまだあります。そのため、台湾側の経験を借

りて、また、香港、マカオ、海外にいる華僑・華人

の力を借りることができれば、中国の政治は必ず良

い方向に変わっていくと思っています。 

 ですから、最後に一国二制度は多分一国一制度に

なるかもしれないというような論点を紹介しました。

長い目で見て、例えば今後 50 年、100 年、中国は

今までの中国ですか。そうではない。必ず変わりま

す。それは悪い方に変わりますか。そうではない。

必ずよい方に、もっと民主的な国になります。もっ

と人権を尊重するようになります。もっと民心を尊

重するようになります。これに対しては、私は自信

を持っています。 

 次に中国とアジアの安全保障との関連ですが、先

程も触れましたけれども、中国自身の成長、中国自

身の発展も、私から見ると、なるべくアジア諸国、

周辺諸国、あるいは世界の脅威にならないようにと

いうことを中国政府は注意しなければならない。現

在、中国の政治家たちがよく使っている言葉が２つ

あります。１つは「大国」です。大国として国際舞

台で主な役割と責任を果たさなければならないとい

う。もう１つは「盛世」という言葉です。彼らは、

現在の中国はもう既に十分繁栄し、よい 

時代になっているというような意識を持っています。

ただし、現実にはそうではありません。中国はまだ、

いわゆる「小康」（しょうかん・中国語）というよう

な社会です。まずまずの生活ができるようになった

だけで、真の「大国」でもなければ、真の「盛世」

でもありません。 

 中国は昔から大国でした。それは面積が広い、人

口が多いということだけです。最近この 20 年間、

中国の軍事力が強くなっている。ですから中国脅威

論が出てきました。もちろんこれは台湾問題と関連

しています。これから中国はやはりアメリカの 1国

独善主義のようにならないように、軍事力の成長を

抑えて、国内の経済建設に集中して欲しいというの

が私の意見です。 

 どんな制度であれ、社会主義であれ、資本主義で

あれ、鄧小平の「白猫黒猫」というような論理があ

ったのですが、これをもう少し政治的に説明すれば、

国民の福祉、国民の幸福に資するものであればだれ

でも賛成してくれるでしょうということです。です

から、中国も社会制度にはこだわらず、どんな方法

で台湾海峡両岸のすべての民衆がもっと幸福・もっ

と自由になれるか、そのようなことを考えてやって

いけばよいと。恐らく 50 年後、中国はそのように

なるかと思います。 

 

（朴） 南先生に対する質問はありますか。 

 

（劉） 私は全く専門外で、初歩的な質問ですが、

日朝問題について、今、日本と北朝鮮の関係が明ら

かに行き詰まっている状態です。私たち第三者から

見れば、小泉首相が日朝首脳会談の前に必ず何かシ

ナリオを持って北朝鮮にいらっしゃったのではない

かと思うのです。ただ拉致問題が明らかになってか

ら、日本国内の世論でかなり反発があり、北朝鮮と



の関係がうまくいかなくなった。シナリオがあった

としても、うまくいかなくなったということです。

けれども、南先生も先程おっしゃったように、日本

は、はっきりした解決の意志をもって解決すべきで

す。私たち第三者には分からないことですが、本当

にそのような意志と能力、つまり、日本の現在の政

治家に、それを解決する能力があるかどうかという

ことを伺いたいと思います。 

 

（南） 能力がないと言えば、話を始める必要もな

いので、能力はあると信じましょう（笑）。 

 拉致問題はどこでもテーマにならないはずがない

問題で、これが最近は踏み絵のようになっており、

それを一応踏まないとその先の話に入れないように

なっているのですが、これはもちろん深刻な問題で、

大変苦痛を与えました。最初に聞いたときに私も震

えましたが、少し冷静に考えてみますと、今、東ア

ジア、東北アジアの話をしていますが、戦後この地

域における国家間の争いの中で考えれば、「これぐら

いの」という範囲に入ると思います。 

 ですから、これはある意味で言えば、アメリカが

主導してきた東北アジアのこのシステムの中で、日

本が相互安全保障政策を取ったということの「つけ」

ではなく、そこの成功した影の大変小さなマイナス

の部分であると考えた方がよいと思うのです。 

 それで、今問題になっているのは、それをこれか

らどのように克服していくのかということになりま

す。国家というものが前面に出過ぎて問題になるこ

ともありましたが、それは今までの安全保障の考え

方ですけれども、これからは「人間の安全保障」の

考え方にいかなければいけないということを考えて

欲しいということになります。 

 やはり今、ナショナリズムが大きな問題になって

いますので、それをどうにか秩序を付けて大きな枠

組みで語らなくてはいけない、経済の面もあります

が、安全保障の面でもそうであると私は考えます。

その中で、やはり主体と考えられるのは、国家だけ

ではなく、最近いろいろなアクターというものが見

えてきますが、ＮＧＯや地方自治体など、また、い

わゆるコミュニティで動いている人たち、こういっ

たものが前面に出て、国家というものがこれまで犯

してきた悲劇というものを補完していくという方向

で日本は考える必要があると思います。そういうと

ころでは、日本は大変大きな力を持っていると私は

考えます。 

 これは、ある意味では夢物語かもしれませんが、

発想を刺激する意味で 1つ申し上げれば、例えば地

方自治体の国際化、又は世界化、グローバリゼーシ

ョンといったものを、国家ができないところで北朝

鮮に及ぼしていくという発想もする必要があると考

えます。それで、もし新潟県にそういった拉致問題

があるとすれば、地方自治体である新潟県がそこに、

即ち、問題が発生したといわれる北朝鮮のその地に、

自治体交流の一環として入っていってみるというこ

とも、発想としてはありえるのではないかというこ

とです。 

 話がそれたかもしれませんが、拉致問題で日本が

進めないというのではなく、私はやはり、それこそ

説明能力の問題となりますが、国民を説得するグラ

ンドデザインを持ち、そこで日本がこれだけの得る

ものがあるということを国民に与えれば、進めるの

ではないかと思います。日本であれだけマスコミが

拉致問題を騒ぎ立ていても、底辺においては、日朝

関係が大変重要で取り組んでいかなければいけない

問題であるという認識がいまだに流れているという

ことを考えれば、日本政府が説得すれば、全く可能

性のないシナリオではないと私は考えています。 

 やはり、ここで日本が主体的に動くのが大変窮屈

だと思っているから、アメリカをここで引き出そう

としているのではないかと私は考えていますので、

だからこそ、日本がもう少し、日本としてのきちっ

とした設計図を示し、それを韓国なりアメリカなり

に、そして日本国内に説得していく作業ということ

を始めてほしいと考えています。 

 

（朴） どうもありがとうございました。予定され

た時間をもう過ぎましたので、まだ質問のある方は、

レセプションの時間を利用してください。  

 

司会者として、あるいは最初から企画に参加した

者として、第 10 回ＳＧＲＡフォーラムを私なりに

取りまとめたいと思います。 



 留学生出身の我々が、昨年この世界平和研究チー

ムをつくったきっかけは、20世紀の東アジアに対す

る反省でした。皆さ

んもご存じのように、

20 世紀の東アジア

とは、日露戦争、第

一次世界大戦、日中

戦争、朝鮮戦争、ベ

トナム戦争など、戦

争の絶えない時代だ

ったと思います。21

世紀を迎えた今も、

先程の朝鮮半島の問

題や、台湾と中国の

話も出ましたが、戦

争の傷というものが

まだ残っている部分があると思います。 

 こうした戦争の連続の中で、加害者も被害者も、

ある意味で戦争の犠牲者になっているのが事実では

ないかと私は思っています。戦争の責任を問うこと、

どちらが悪かったということを問うことはもちろん

大事な作業ですが、しかし、21世紀を今生きている

我々は、20世紀を生きていた先輩の世代が避けなか

った、そういう戦争の運命を何とかして避けなくて

はならないと私は思っています。もちろん武器を捨

てて平和の材料をつくる作業は、国境を越えて各国

の人々が一心同体でしなければいけません。先程の

お話にも出ましたが、規範も一緒につくろうという

作業や、利益を共にすることが大事なことなのです

が、特に各国の若い世代どうしが力と知恵を合わせ

る作業が何よりも大事だと私は思っています。 

 今日、ＳＧＲＡ研究会の世界平和研究チームが、

各国の留学生が共に住んでいる、こちらお台場の国

際国流館で試みたフォーラムは、正にその第一歩で

はないかと私は信じています。 

 元々お台場というのは、ちょうど 150年前、江戸

幕府時代に西洋の黒船を防ぐために造られた砲台場

でした。世界に閉じられた鎖国のシンボルでもあっ

たこのお台場で、150 年の時間が過ぎて、各国の留

学生が平和的に住みながら、この中で「21世紀の世

界安全保障と東アジア」というテーマの下、ご覧の

とおり、日本、中国、韓国の研究者、あるいは 70

国を超える各国の留学生が集まってこういう議論の

場を設けたことは、

大変歴史的な意味が

あると私は信じてい

ます。 

 今日、長々４時間

にわたるフォーラム

になりましたが、貴

重な講演をしていた

だいた諸先生方と、

そして最後まで離席

せずに真摯に参席し

ていただいた参加者

の皆様に、ＳＧＲＡ

研究会世界平和研究

チームを代表して感謝いたします。 

 それでは、本当の最後の順番になりますが、ＳＧ

ＲＡ運営委員長である嶋津忠廣さんに閉会の挨拶を

していただきたいと思います。 
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講師略歴 

 

 

■ 白石 隆（しらいし・たかし Shiraishi Takashi） 

 

1975 東京大学東洋文化研究所助手、1979 東京大学教養学部助教授、1987 コーネル大学助教授、1990 同

准教授、1996-98 同教授、1996 京都大学東南アジア研究センター教授。主な研究分野・関心領域はアジア

の政治、政治史、国際関係。 

主な著作物に、An Age in Motion: Popular Radicalism in Java1912-1926 , Ithaca: Cornell University Press, 

1990, (大平正芳記念賞受賞)、『インドネシア 国家と政治』リブロポート, 1992（サントリー学芸賞受賞）、

『新版インドネシア』(ネットワークの社会科学２), NTT出版, 1996、『スカルノとスハルト、偉大なるイン

ドネシアをめざして』岩波書店, 1997、Network Power: Japan and Asia, ed. jointly with Peter Katzenstein, 

Ithaca: Cornell University Press, 1997、『崩壊、インドネシアはどこへ行く』NTT出版, 1999、『海の帝国、

アジアをどう考えるか』中央公論, 2000, (第一回読売・吉野作造賞受賞) 

 

 

■ 南 基正（なむ・きじょん Nam Kijeong） 

 

1988年（韓国）ソウル大学外交学科卒業、1991年同修士卒業。1997年東京大学大学院総合文化研究科博士課

程修了、2000年博士学位取得、学位論文「朝鮮戦争と日本ー『基地国家』の戦争と平和」 1999年（韓国）

高麗大学平和研究所責任研究員。1999～2001年（韓国）翰林大学、国民大学、誠信女子大学、高麗大学、な

ど非常勤講師、2001年～現在、（日本）東北大学大学院法学研究科助教授。SGRA「世界平和と安全保障」

研究チームチーフ。 

最近の主な論文に、「日本の朝鮮戦争協力政策と外交目標」（ハングル、2001年6月）、「日本の再軍備と

『基地国家論』―右翼の台頭・知識人の抵抗・国民の選択」（ハングル、2001年12月）、「米国の対テロ戦

争と自衛隊の海外派遣―法整備と『平和憲法』」（ハングル、2002年2月）、「日朝首脳会談と米国」（ハ

ングル、2002年10月） 

 

 

■ 李 恩民（り・えんみん Li Enmin） 

 

１９６１年中国山西省生まれ。１９８３年山西師範大学歴史学系卒業、１９９６年南開大学にて歴史学博士

号取得。１９９９年一橋大学にて博士（社会学）の学位取得。南開大学歴史学系専任講師などを経て現在宇

都宮大学国際学部外国人教師、ＳＧＲＡ「歴史問題」研究チームチーフ。専門は日中関係史、中国近現代史、

現代中国論。 

著書に『中日民間経済外交』（人民出版社１９９７年刊）、大平正芳記念賞受賞作『転換期の中国・日本と台

湾』（御茶の水書房２００１年刊）など多数。 

 

 

■ 村田晃嗣（むらた・こうじ Murata Koji） 

 

１９６４年神戸市生まれ。同志社大学法学部卒業、米国ジョージ・ワシントン大学を経て神戸大学大学院博

士課程修了。広島大学総合科学部専任講師、助教授を経て、現在、同志社大学法学部助教授。博士（政治学）。

専攻はアメリカ外交、安全保障政策研究。 

著書に『大統領の挫折』（有斐閣、１９９８年、サントリー学芸賞）、『米国初代国防長官フォレスタル』

（中公新書、１９９９年）など。 
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■ 朴 榮濬 (パク・ヨンジュン Park Young-June) 

 

１９６３年生まれ。韓国の延世大学とソウル大学大学院卒業。韓国陸軍士官学校の教官として国際関係論や

世界戦争史を教育。１９９８年、来日して、２００２年 7 月、東京大学大学院の国際関係コースで近代日本

政治外交史で博士号を取得。現在は韓国の代表的な国際関係研究機関である世宗研究所日本研究センターの

客員研究委員 

著書および論文は、「海軍の誕生と近代日本」（博士論文）、「幕末期の海軍建設再考」、「近代日本政治勢力の

国家構想：岩倉具視の場合」、「21世紀の日本国家構想をめぐる論争とその政策的展望」などがある。SGRA

「世界平和と安全保障」研究チームの幹事。 

 

 

コメンテーター略歴 

（コメンテーターは東京国際交流館の居住者です） 

 

■富川英生（とみかわ・ひでお） 

 

１９７１年生まれ。１９９７年千葉大学法経学部経済学科卒。同年 東京大学大学院経済学研究科入学。 

２０００年５月～２００１年２月 マラヤ大学語学センター留学。２００１年３月～８月マラヤ大学アジ

ア・ヨーロッパ研究所助手。２００３年 東京大学大学院経済学研究科在籍中。防衛庁防衛研究所入所（予

定） 

専攻 アジア経済 技術移転論。対象地域 マレーシア。 

 

 

■金子 光（かねこ・みつや） 

 

1975年生まれ。2000年東京大学大学院経済学研究科修士課程修了。現在、同博士課程。専門は財政学。 

 

 

■和 愛軍（He Aijun） 

 

1965年生まれ。1985年、中国雲南省林業学校卒業。中国科学院昆明植物研究所研究員等を経て日本留学。2000

年、東京大学農学生命科学研究科修士卒業。現在、同博士課程。専門は森林科学及び地球環境科学。 

 

 

■李 明賛（Lee Myong Chan） 

 

1993年、韓国の高麗大学大学院で政治外交学科修士卒業、94年から96年まで筑波大学で研究生を経て、97年

から慶応義塾大学大学院で国際政治、戦後日本外交、日本の安全保障を研究対象にしている。論文は、「日

本の安全保障戦略に関するネオリアリズム主張の批判的考察」（法学政治学論究、1999年）、「冷戦後日本

の安全保障政策における四つの路線」（法学政治額論究、2001年）など。博士論文は、「戦後日本の安全保

障戦略における四つの路線」というタイトルで、2月末まで提出予定。 

 



 

 

 

 

 

第１０回 SGRAフォーラム in お台場 

「21 世紀の世界安全保障と東アジア」 

参加者フィードバックアンケート結果 

Ⅰ．本日のプログラムについて 

（２）どのテーマに関心をもたれましたか

①日本と

アジア

②朝鮮半

島の平和

構築と日

本の役割

③中国の

台湾戦略

を解く
④ブッシュ

政権の東

アジア戦

略

⑤全て

⑥無回答

（３）発表の平易さ

①この程

度でよい

61%

②もっとビ

ジュアル

に・平易に

22%

③もっと学

際的に

17%

（４）意見交換

①もっと多

く

44%

②この程

度でよい

28%

③もっと少

なくてよい

0%

④無回答

28%

（１）プログラム全般

②普通

19%

③よくない

0%

①よかっ

た

81%



 

Ⅱ．フォーラムの運営について 

（５）フォーラムの開催頻度について

①もっと多

く

17%

②現状の

年４回でよ

い

75%

③もっと少

なく

0%

④無回答

8%

（６）会場（東京国際交流館）について

①よかっ

た

69%

②特にこ

だわらない

19%

④無回答

6%
③別のとこ

ろがよい

6%

（１）フォーラムの運営全般について

①現状で

よい

81%

③異なる

形式がよ

い

0%

②改善の

余地あり

8%

④無回答

11%

（２）フォーラムのテーマについて

①事務局

の計画で

よい

51%

②会員の

要望を入

れる

22%

③無回答

22%

④その他

5%

（３）フォーラムの曜日について

①平日が

よい

6%

②土曜日

がよい

78%

③日曜日

がよい

8%

④無回答

8%

（４）フォーラムの時間について

①2時間程

度がよい

14%

②今日程

度（4時

間）がよい

71%

③1日

9%

④無回答

6%



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)－１ 東京国際交流館のことを知っていましたか

①知っていた

53%
②今回初めて知っ

た

39%

③無回答

8%

(1)－２「知っていた」と回答された方について、何処で知りましたか

⑥居住者

28%

⑦無回答

44%

①ホームページ

3%

②学校の先生

3%

④新聞等マスメ

ディア

3%

⑤その他

8%

③知人・友人

11%

Ⅲ．会場(東京国際交流館)について 

(2) 東京国際交流館までの交通手段（アクセス）は、何を利用されま

したか

①ゆりかもめ

58%

⑤その他（徒歩）

26%

②りんかい線

5%

③バス

3%

④車

0%

⑥無回答

8%



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 最寄りの駅から会場（プラザ平成３階メディアホール）までの案内

掲示は分かりやすいですか

①良く分かる

64%

②分かりにくい

19%

③分からない

0%

④無回答

17%

(4) 今回のフォーラムを何処で知りましたか

①SGRA会員メー

ル

35%

②東京国際交流館

ホームページ

8%

③東京国際交流館

内掲示ポスター

16%

④その他

30%

⑤無回答

11%

(5) －１今回のようなフォーラムを、国際交流事業として東京国際交

流館で開催することについて伺います

①もっと多い方が

良い

42%

⑤無回答

8%
④その他

3%

③機会があればで

よい

14%

②年１～2回程度

が良い

33%



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート中のコメントの掲載は割愛させていただきます。 

(5) －２その場合、あなたは今後とも参加しますか

①必ず参加する

14%

②テーマにより参

加する

53%

③時間があれば参

加する

22%

④参加しない

0%

⑤無回答

11%

(6) －１今後、東京国際交流館で行われる行事をメールなどで知らせ

ても構わないですか

①知らせてほしい

61%

②知らせなくてよい

3%

③どちらでも構わ

ない

25%

④無回答

11%



あとがき 

 

２００３年２月８日(土曜日)午後２時、第１０回 SGRA フォーラム「２１世紀の世界安全保障と東ア

ジア」が、お台場の東京国際交流館で開かれた。今回のフォーラムは、SGRA 研究会「世界平和と安

全保障」研究チームが企画及び準備段階から関わったものであった。「世界平和」研究チームは、元渥

美国際奨学生を中心とした留学生同士が、世界平和と安全保障のための議論を一緒にしようという目

的をもって、昨年つくられたばかりの研究チームである。今回のフォーラムはその最初の仕事であり、

チームの南基正チーフが発表者の一人として、そして幹事の筆者が司会者として役割を分担した。こ

うした留学生による試みに対して日本国際教育協会と東京国際交流館、中島記念国際交流財団、朝日

新聞アジアネットワーク、渥美国際交流奨学財団が、協賛・支援して下さった。記して謝意を表した

い。 

 

フォーラムが開かれた国際交流館のプラザ平成メディアホールでは、SGRA 会員２５名を含む８０名

の方々が駆けつけた。日本人のみならず、交流館に住んでいる留学生の姿も少なくなかった。国際交

流館が開館した２年前に最初に入館した筆者の記憶から、これぐらいの人数が集まったのは、昨年の

ワールドカップ共同応援以来初めてではなかったろうか。改めて、我々がつくった「世界平和」研究

チームが立ち上げた目的に、顔の知らなかった世界各国からの留学生が、国籍と専門分野の壁を超え

て共感してくれるのだと感じた。 

 

研究チームの設立とフォーラム開催に至るまで、すべての仕事を担った SGRA研究会の今西代表によ

る開会挨拶の後、４人の発表者による講演が行われた。 

 

京都大学東南アジア研究センターの白石隆教授に、「日本とアジア」というタイトルで基調講演をして

いただいた。白石先生は、東アジアという概念を政治経済的システムとして捉え、こうしたシステム

がどのような歴史的な過程の中で形成され始めているのかを説明しつつ、１９８０年代の後半から東

アジアの範囲で地域秩序形成の動きが活発になっている背景として、日本と韓国による直接投資の要

因が働いていると分析した。しかしこうした東アジアにおける地域秩序形成の過程を、ヨーロッパに

おける地域秩序の現実と比較してみると、ナショナリズムの過剰や、共同体に向けた政治意識の欠如、

共通規範の不在、政治経済体制の差異などの、地域秩序の形成を妨害する要因が少なくない。従って、

東アジアにおける共同体に向けては、諸国家共同の利益と規範の共有、特に強大な力を持つアメリカ

の関与如何が重要な鍵を握っていると展望した。白石先生の基調講演は、大変幅広い歴史的且つ比較

政治的アプローチに基づいて、東アジアにおける地域共同体成立の可能性とその現実的な条件を検討

して下さった、興味深いものであった。 

 

最初の発表は、東北大学法学部の助教授であり、SGRA「世界平和」研究チームのチーフでもある南

基正先生に「朝鮮半島の平和構築と日本の役割」というテーマでお話し頂いた。南先生は、２００２

年９月１７日に行われた日本と北朝鮮の首脳会談とその後の情勢を分析しつつ、日米関係が日朝交渉

に臨んでいる日本の外交を拘束しているのか、あるいは米朝関係が日本の存在なしに機能しているの

かに関する仮説を各々検討した。結論として南先生は、日米関係が北朝鮮に対する日本の外交従属性

を意味するものではない、そして米朝関係は日朝交渉の制約要因であると同時に促進要因でもあると

述べつつ、東アジア地域の安全保障のためにも日本政府が日朝交渉により積極的に取り組むことを提

案した。 



 

２番目の発表は、「中国の台湾戦略を解く」というタイトルで、宇都宮大学国際学部の外国人教師であ

り、SGRA「歴史問題」研究チームのチーフである李恩民さんに発表して頂いた。李先生は台湾に対

する中国の基本政策を、江沢民時代の「平和統一」や「一国二制度」政策を中心として説明した後、

現在展開されている両岸の動きを軍事・経済・政治などの分野に関する具体的なデータに基づいて紹

介した。そして今後の提案として、台湾が中国との平和統一を通して中国の全体的な民主化を促して

くれること、中国側からも「一国二制度」に拘らず、平和統一への意思を徹底することを打ち出した。 

 

３番目の講演は、「ブッシュ政権の東アジア戦略」というタイトルで、同志社大学法学部助教授の村田

晃嗣先生にお話しして頂いた。村田先生は冷戦後のアメリカが軍事的な側面から断然他国を圧倒しう

る超大国になっていることを説明しつつ、現在のブッシュ政権が、イメージとは異なって、レトリッ

クと実際の行動を異にしていると分析した。そうしたアメリカ認識に基づいて同盟国として日本が何

をすべきかという問いに対して、村田先生は、ただの反米感情は、反中や反ロの感情と同様、日本に

とって、望ましい選択肢にはならないと強調した。先生は、今こそ更なる日米同盟の再定義と国際協

調が求められていると結論づけられた。 

 

４人の先生による熱い講演の後、第２部では参加者による質問が続いた。お台場に住んでいる日本人

ＲＡの富川英生さん(東京大学経済学研究科)と金子光さん(東京大学経済学研究科博士課程)、留学生の

和愛軍さん(中国出身、東京大学農学生命科学研究科博士課程)及び李明賛さん(韓国出身、慶応大学法

学研究科博士課程)が各々発表者に対して質問を投げかけた。その他、インドネシア、台湾、中国など

から来た留学生や研究者が予定した時間を遥かに過ぎてまで、熱気溢れる質問を問いかけた。長々４

時間にわたって行われた第１０回 SGRAフォーラムは、午後６時半、嶋津忠廣 SGRA運営委員長の閉

会挨拶を最後に、盛会の幕を閉じた。 

 

日本に来た留学生同士が、SGRA のお陰でこの「世界平和」研究チームをつくったきっかけは、２０

世紀の東アジアに対する反省からであった。２０世紀のアジアは、日ロ戦争、第一次世界大戦、満州

事変、日中戦争、第二次世界大戦、朝鮮戦争、ベトナム戦争、中国-ベトナム戦争など、戦争の絶えな

い時代であった。２１世紀を迎えた今も、これら戦争の傷は、講演にも触れられたように、朝鮮半島

や中国-台湾の間でまだ残っている。そうした戦争の連続で、加害者も被害者も、戦争の犠牲者になっ

た。戦争の責任を問うこと、どちらが悪かったかを問うことは、勿論大事な問いである。しかし２１

世紀を生きている我々は、２０世紀を生きてきた先輩の世代が避けられなかった戦争の時代を超えて、

何とかして、協力と平和の時代を切り開かなければならないと思う。 

 

武器を溶かして平和の材料を作る作業は、一国の国境を越えて、各国が協力しなければならない。特

に各国の若い世代同士が共に力と知恵を合わせなければできない。そうした意味で、SGRA 研究会の

「世界平和」研究チームが、各国の留学生が一緒に住んでいる台場の東京国際交流館で試みた本フォ

ーラムは、まさに東アジアの平和と協力に向けた小さな一歩であろう。元々お台場は、１５０年前の

幕府時代に海を渡って来た西欧の黒船を防ぐために作られた砲台であった。世界に「閉じられた鎖国」

のシンボルでもあったお台場で、１５０年の時間が過ぎて各国の研究者と留学生が集まって、「２１世

紀の世界安全保障と東アジア」というテーマのもとで共に議論する場を設けたことは、その意義は少

なくなかったと思われる。 

文責：朴栄濬（「世界平和と安全保障」研究チーム幹事） 
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